
経済学部の学生の皆さんへ 

 

名古屋大学経済学部長   

花薗 誠  
 
 入学・進学おめでとうございます。 

 皆さんを名古屋大学経済学部に迎えることを，教員一同歓迎します。本学部の教員は，

それぞれの専門分野において研究活動を行うとともに，講義や演習（ゼミナール）を通じ

て，皆さんの学習・研究をサポートします。皆さんには，遠慮なく教員とコミュニケーシ

ョンを取りながら，大学での学びを中心とした充実した学生生活を送ってほしいと考えて

います。 

 新入生の皆さんの中には，大学での講義をどのように受講し単位を修得していけばよい

のか，不安に感じている人もいることでしょう。快適で実りある学生生活を送るためには，

まずこのハンドブックをよく読み，履修方法，卒業要件，各種手続の方法など，本学部の

教育システムやルールを確認してください。本冊子は，皆さんが学修を進めていくうえで

の基本的な指針となるものです。 
そのうえで，大学で学びにおいて重要となるのは，自分が興味をもった分野を中心に，

主体的・能動的に学習するという姿勢です。具体的には，講義要綱（シラバス）に掲載さ

れた講義（科目）の中から，履修する講義を選んで，自分自身の時間割を組んでください。

履修する講義の選択に迷った場合には，友達や先輩に相談したり，教員に質問したりする

ことも有効です。 

 では，名古屋大学経済学部で学ぶことにより，皆さんはどのような力を身につけること

ができるでしょうか。本学部では，経済学・経営学の知識を基盤として，将来のリーダー

としての資質を養い，現代の企業や経済社会が直面する諸課題を把握・分析し，課題解決

に取り組むことができる人材を育成することを目標としています。 

 これらの目標を達成するため，まず，全学教育科目（言語文化科目，人文・社会系基礎

科目など）で幅広い教養を修得します。次に，専門基礎科目（経済学，経営学の入門科目

など）で各専門分野の基礎知識を確実に身につけます。そのうえで，専門科目と関連専門

科目において，基礎知識を応用し，より専門的に考える力を養っていきます。 

本学部の特色の一つが，３年次から始まる少人数のゼミナール（10 名前後）です。皆さ

んは，興味をもった分野を専門とする教員の指導の下で，プレゼンテーションやディスカ

ッションの経験を重ね，４年次には卒業論文を作成します。卒業論文に相当する分量の文

章を書く機会は多くありませんが，主体的に取り組み，指導教員とともに納得のいく成果

をまとめてください。こうしたカリキュラム全体を通じて，「経済学・経営学の知見を駆使

して，現代の企業や経済社会が直面する諸課題を理解・分析し，問題解決に取り組む力」

を身につけることが期待されます。 

 この一年が，皆さんにとって実りの多いものとなることを心より願っています。 
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総    則 
 
 
経済学部の沿革 

大正 9 年 11 月  名古屋高等商業学校設置。 
昭和 19 年 3 月  名古屋高等商業学校を名古屋工業経営専門学校に転換。 

従来の名古屋高等商業学校は名古屋経済専門学校に改称。 
昭和 21 年 3 月  名古屋工業経営専門学校を名古屋経済専門学校に統合。 
昭和 22 年 10 月  名古屋帝国大学は名古屋大学に改称。 
昭和 23 年 9 月  名古屋経済専門学校は名古屋大学に合流。法経学部を設置。 
昭和 24 年 5 月  新制名古屋大学設置。法経学部を置く。 
昭和 25 年 4 月  法経学部は経済学部と法学部の 2 学部に分離。 
昭和 27 年 5 月  経済学博士等の学位を授与することが認可された。 
昭和 28 年 4 月  新制大学院を設置し、経済学研究科を置く。 
昭和 34 年 3 月  経済学部は東山地区の新校舎に移転。 
平成 12 年 4 月  経済学研究科において、大学院重点化が行われた。 
平成 16 年 4 月  国立大学法人名古屋大学設立。 

  令和  2 年 4 月  国立大学法人東海国立大学機構名古屋大学設立。 
 
 
 
 
 
 

名 古 屋 大 学 通 則  
 
 
 
 
  名古屋大学通則は名古屋大学のホームページで閲覧すること。 
  アドレス：https://education.joureikun.jp/thers_ac/ 
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   第１章 通則 
（趣  旨） 
第１条 名古屋大学経済学部（以下「本学部」とい

う。）における目的，教育課程，授業，成績評価

等（以下「本学部の教育」という。）については，

名古屋大学通則及び名古屋大学全学教育科目規

程（以下「全学教育科目規程」という。）に定め

るもののほか，この規程の定めるところによる。 
２ この規程に定めるもののほか，本学部の教育に

関し必要な事項は，教授会の議を経て，学部長が

定める。 
（目  的） 
第２条 本学部は，教育基本法の精神にのっとり，

学術文化の中心として広く知識を授け，経済学及

び経営学の各分野にわたり，深く，かつ総合的に

研究するとともに，完全なる人格の育成と文化の

創造を期し，民主的，文化的な国家及び社会の形

成を通じて，世界の平和と人類の福祉に寄与する

ことを目的とする。 
 
   第２章 教育課程及び授業 
 （授業科目） 
第３条 授業科目は，必修科目，選択必修科目及び

選択科目とする。 
 （単位数及び履修方法） 
第４条 全学教育科目の授業科目及びその単位数

は，全学教育科目規程によるものとし，履修方法

は，別表第１のとおりとする。 
２ 専門系科目の授業科目及びその単位数並びに

履修方法は，別表第２のとおりとする。 
３ 各学科に国際プログラムに係る国際社会科学

プログラムを置き，その授業科目及び単位数並び

に履修方法は，全学教育科目にあっては，全学教

育科目規程によるものとし，履修方法は別表第 3
のとおりとし，専門系科目にあっては別表第 4 の

とおりとする。 
４ 学生は，毎学期の初めに，履修しようとする授

業科目を学部長に届け出なければならない。 
５ 履修の届出ができる単位数は，各学期において 

第 1 年次にあっては 32 単位，第 2 年次以降にあ

っては 28 単位を上限とする。ただし，履修の届

出をする直前の学期のグレード・ポイント・アベ

レージ（履修科目の成績の平均値）が 3.8 以上の

者は，第 1 年次にあっては 36 単位，第 2 年次に

あっては 32 単位を上限として届出ができるもの

とする。 
6 前項の規定は，編入学した者については，適用し

ない。 
 （単位数の計算の基準） 
第５条 専門系科目の単位数は，15 時間の講義又

は演習をもって１単位とする。 
 （他の学部の授業科目の履修等） 
第６条 学生は，教育上有益と認められるときは，

所定の手続きを経て他の学部に属する授業科目

を履修することができる。 
２ 前項により履修し，修得した単位は，12 単位

を超えない範囲で本学部の関連専門科目の単位

として取り扱うことができる。 
 （他の大学の授業科目の履修等） 
第７条 学生が，学部長の許可を得て，他の大学の

授業科目を履修し，修得した単位（外国の大学が

行う通信教育における授業科目を我が国におい

て履修し，修得した単位を含む。）は，関連専門

科目について 12 単位を超えない範囲で卒業の要

件となる単位として認定することができる。 
２ 前項の単位の認定方法は，教授会の議を経て，

学部長が定める。 
 （留  学） 
第８条 学生が留学先の大学において授業科目を

履修し，修得した単位は，専門系科目について 20
単位を越えない範囲で卒業の要件となる単位と

して認定することができる。 
２ 前項の単位の認定方法は，教授会の議を経て，

学部長が定める。 
 （入学前の既修得単位等の認定） 
第９条 大学又は外国の大学を卒業し又は退学し

た者で，新たに第１年次に入学した者の既修得単

位については，本学において修得したものとして

名 古 屋 大 学 経 済 学 部 規 程  
制  定    平成１６年 ４月１日
改  正    平成１９年 ４月１日
改  正    平成２０年 ４月１日
改  正    平成２３年 ４月１日
改  正    平成２４年 ４月１日
改  正    平成２５年 ４月１日
改  正    平成２７年 ４月１日

   改  正    令和 ２年 ４月１日
改  正    令和 ４年 ４月１日
改  正    令和 ７年 ４月１日
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認定することができる。 
２ 前項により，修得したものと認定することがで

きる単位数は，30 単位を越えないものとし，単

位の認定方法は，教授会の議を経て，学部長が定

める。 
 
   第３章 成績評価及び卒業 
 （受験資格） 
第 10 条 学生は，履修した授業科目について試験

を受けることができる。 
 （試験の時期） 
第 11 条 試験は，学期の終わりにおいて行う。た

だし，特別の事情があるときは，試験の時期を変

更することがある。 
 （試験等の公示） 
第 12 条 試験の科目，日程，方法その他必要な事

項については，あらかじめ公示する。 
２ 卒業論文の提出期日その他必要な事項について

は，あらかじめ公示する。 
 （成  績） 
第 13 条 試験の成績は，A+，A，B，C，C- 及び

F とし，A+，A，B，C 及び C- を合格とする。 
 （卒業資格） 
第 14 条 本学部を卒業するためには，全学教育科

目及び専門系科目から 125 単位以上を修得しな

ければならない。ただし，国際社会科学プログラ

ムを卒業するためには，全学教育科目及び専門系

科目から 126 単位以上を修得しなければならな

い。      
 （追試験） 
第 15 条 病気その他やむを得ない事由により試験

を受けることができなかったときは，追試験を受

けることができる。 
２ 前項の規定による試験の取扱いは，教授会の議

を経て，学部長が定める。 
 
   第４章 転学部，転学科及び第３年次編入学 
 （転学部） 
第 16 条 本学部に転学部を志望する者は，１年次

末以降に理由を具して，所属する学部長及び本学

部長に願い出なければならない。他の学部に転学

部を志望する者は，理由を具して学部長に願い出

なければならない。 
２ 前項の場合，学部長は，教授会の議を経て許可

する。 
 （転学科） 
第 17 条 他の学科に転学科を志望する者は，２年

次末に理由を具して，学部長に願い出なければな

らない。 
２ 第３年次編入学生で，他の学科に転学科を志望

する者は，３年次末に理由を具して，学部長に願

い出なければならない。 
３ 前２項の場合，学部長は，教授会の議を経て許

可する。 
 （第３年次編入学） 
第 18 条 本学部の第３年次に編入学を志望する者

については，教授会において選考の上，総長が入

学を許可する。 
２ 前項により入学した者の修業年限は２年とし，

在学年限は４年とする。 
３ 第１項により入学した者の休学期間は通算し

て２年を超えることができない。 
４ 既修得単位の取扱いについては，教授会の議を

経て，学部長が別に定める。 
 
   第５章 特別聴講学生，科目等履修生，聴講

生及び研究生 
 （特別聴講学生） 
第 19 条 特別聴講学生の入学は，教授会において

選考の上，学部長が許可する。 
２ 特別聴講学生の在学期間は，聴講しようとする

授業科目について授業の行われる期間とする。 
３ 特別聴講学生の履修科目における単位の認定

等は，第 11 条，第 12 条，第 13 条及び第 15 条

の規程を準用する。 
 （科目等履修生） 
第 20 条 科目等履修生の入学は，教授会において

選考の上，学部長が許可する。 
２ 科目等履修生の在学期間は，履修しようとする

授業科目について授業の行われる期間とする。 
３ 科目等履修生の履修科目における単位の認定

等は，第 11 条，第 12 条，第 13 条及び第 15 条

の規程を準用する。 
 （聴講生） 
第 21 条 聴講生の入学は，教授会において選考の

上，学部長が許可する。 
２ 聴講生の在学期間は，聴講しようとする授業科

目について授業の行われる期間とする。 
 （研究生の定員） 
第 22 条 研究生の定員は，20 名とする。 
 （研究生の入学） 
第 23 条 研究生の入学資格は，次のとおりとする。 
 一 大学の経済学部又はこれに相当する学部を

卒業した者 
 二 その他教授会において適当と認めた者 
２ 研究生の入学は，教授会において選考の上，学
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部長が許可する。 
 （研究生の在学期間） 
第 24 条 研究生の在学期間は，１年とする。ただ

し，学年の中途において入学した場合における在

学期間は，当該学年末までとする。 
２ 在学期間が満了しても研究の必要により，なお

引き続き在学しようとする者があるときは，学部

長の許可を得て在学期間を延長することができ

る。 
３ 前項の場合，学部長は，教授会の議を経て許可

する。 
 
   附 則 省 略 
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＜令和 4 年度～令和 6 年度入学者用＞ 

   第１章 通則 
（趣  旨） 
第１条 名古屋大学経済学部（以下「本学部」とい

う。）における目的，教育課程，授業，成績評価

等（以下「本学部の教育」という。）については，

名古屋大学通則及び名古屋大学全学教育科目規

程（以下「全学教育科目規程」という。）に定め

るもののほか，この規程の定めるところによる。 
２ この規程に定めるもののほか，本学部の教育に

関し必要な事項は，教授会の議を経て，学部長が

定める。 
（目  的） 
第２条 本学部は，教育基本法の精神にのっとり，

学術文化の中心として広く知識を授け，経済学及

び経営学の各分野にわたり，深く，かつ総合的に

研究するとともに，完全なる人格の育成と文化の

創造を期し，民主的，文化的な国家及び社会の形

成を通じて，世界の平和と人類の福祉に寄与する

ことを目的とする。 
 
   第２章 教育課程及び授業 
 （授業科目） 
第３条 授業科目は，必修科目，選択必修科目及び

選択科目とする。 
 （単位数及び履修方法） 
第４条 全学教育科目の授業科目及びその単位数

は，全学教育科目規程によるものとし，履修方法

は，別表第１のとおりとする。 
２ 専門系科目の授業科目及びその単位数並びに

履修方法は，別表第２のとおりとする。 
３ 各学科に国際プログラムに係る国際社会科学

プログラムを置き，その授業科目及び単位数並び

に履修方法は，全学教育科目にあっては，全学教

育科目規程によるものとし，履修方法は別表第 3
のとおりとし，専門系科目にあっては別表第 4
のとおりとする。 

４ 学生は，毎学期の初めに，履修しようとする授

業科目を学部長に届け出なければならない。 
５ 履修の届出ができる単位数は，各学期において 
第 1 年次にあっては 32 単位，第 2 年次以降にあ

っては 28 単位を上限とする。ただし，履修の届

出をする直前の学期のグレード・ポイント・アベ

レージ（履修科目の成績の平均値）が 3.8 以上の

者は，第 1 年次にあっては 36 単位，第 2 年次に

あっては 32 単位を上限として届出ができるもの

とする。 
6 前項の規定は，編入学した者については，適用

しない。 
 （単位数の計算の基準） 
第５条 専門系科目の単位数は，15 時間の講義又

は演習をもって１単位とする。 
 （他の学部の授業科目の履修等） 
第６条 学生は，教育上有益と認められるときは，

所定の手続きを経て他の学部に属する授業科目

を履修することができる。 
２ 前項により履修し，修得した単位は，12 単位

を超えない範囲で本学部の関連専門科目の単位

として取り扱うことができる。 
 （他の大学の授業科目の履修等） 
第７条 学生が，学部長の許可を得て，他の大学の

授業科目を履修し，修得した単位（外国の大学が

行う通信教育における授業科目を我が国におい

て履修し，修得した単位を含む。）は，関連専門

科目について 12 単位を超えない範囲で卒業の要

件となる単位として認定することができる。 
２ 前項の単位の認定方法は，教授会の議を経て，

学部長が定める。 
 （留  学） 
第８条 学生が留学先の大学において授業科目を

履修し，修得した単位は，専門系科目について

20 単位を越えない範囲で卒業の要件となる単位

として認定することができる。 
２ 前項の単位の認定方法は，教授会の議を経て，

学部長が定める。 
 （入学前の既修得単位等の認定） 
第９条 大学又は外国の大学を卒業し又は退学し

た者で，新たに第１年次に入学した者の既修得単

位については，本学において修得したものとして

認定することができる。 
２ 前項により，修得したものと認定することがで

名 古 屋 大 学 経 済 学 部 規 程  
制  定    平成１６年 ４月１日
改  正    平成１９年 ４月１日
改  正    平成２０年 ４月１日
改  正    平成２３年 ４月１日
改  正    平成２４年 ４月１日
改  正    平成２５年 ４月１日
改  正    平成２７年 ４月１日

   改  正    令和 ２年 ４月１日
改  正    令和 ４年 ４月１日
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＜令和 4 年度～令和 6 年度入学者用＞ 
きる単位数は，30 単位を越えないものとし，単

位の認定方法は，教授会の議を経て，学部長が定

める。 
 
   第３章 成績評価及び卒業 
 （受験資格） 
第 10 条 学生は，履修した授業科目について試験

を受けることができる。 
 （試験の時期） 
第 11 条 試験は，学期の終わりにおいて行う。た

だし，特別の事情があるときは，試験の時期を変

更することがある。 
 （試験等の公示） 
第 12 条 試験の科目，日程，方法その他必要な事

項については，あらかじめ公示する。 
２ 卒業論文の提出期日その他必要な事項について

は，あらかじめ公示する。 
 （成  績） 
第 13 条 試験の成績は，A+，A，B，C，C- 及び

F とし，A+，A，B，C 及び C- を合格とする。 
 （卒業資格） 
第 14 条 本学部を卒業するためには，全学教育科

目及び専門系科目から 124 単位以上を修得しな

ければならない。ただし，国際社会科学プログラ

ムを卒業するためには，全学教育科目及び専門系

科目から 125 単位以上を修得しなければならな

い。      
 （追試験） 
第 15 条 病気その他やむを得ない事由により試験

を受けることができなかったときは，追試験を受

けることができる。 
２ 前項の規定による試験の取扱いは，教授会の議

を経て，学部長が定める。 
 
   第４章 転学部，転学科及び第３年次編入学 
 （転学部） 
第 16 条 本学部に転学部を志望する者は，１年次

末以降に理由を具して，所属する学部長及び本学

部長に願い出なければならない。他の学部に転学

部を志望する者は，理由を具して学部長に願い出

なければならない。 
２ 前項の場合，学部長は，教授会の議を経て許可

する。 
 （転学科） 
第 17 条 他の学科に転学科を志望する者は，２年

次末に理由を具して，学部長に願い出なければな

らない。 
２ 第３年次編入学生で，他の学科に転学科を志望

する者は，３年次末に理由を具して，学部長に願

い出なければならない。 
３ 前２項の場合，学部長は，教授会の議を経て許

可する。 
 （第３年次編入学） 
第 18 条 本学部の第３年次に編入学を志望する者

については，教授会において選考の上，総長が入

学を許可する。 
２ 前項により入学した者の修業年限は２年とし，

在学年限は４年とする。 
３ 第１項により入学した者の休学期間は通算し

て２年を超えることができない。 
４ 既修得単位の取扱いについては，教授会の議を

経て，学部長が別に定める。 
 
   第５章 特別聴講学生，科目等履修生，聴講

生及び研究生 
 （特別聴講学生） 
第 19 条 特別聴講学生の入学は，教授会において

選考の上，学部長が許可する。 
２ 特別聴講学生の在学期間は，聴講しようとする

授業科目について授業の行われる期間とする。 
３ 特別聴講学生の履修科目における単位の認定

等は，第 11 条，第 12 条，第 13 条及び第 15 条

の規程を準用する。 
 （科目等履修生） 
第 20 条 科目等履修生の入学は，教授会において

選考の上，学部長が許可する。 
２ 科目等履修生の在学期間は，履修しようとする

授業科目について授業の行われる期間とする。 
３ 科目等履修生の履修科目における単位の認定

等は，第 11 条，第 12 条，第 13 条及び第 15 条

の規程を準用する。 
 （聴講生） 
第 21 条 聴講生の入学は，教授会において選考の

上，学部長が許可する。 
２ 聴講生の在学期間は，聴講しようとする授業科

目について授業の行われる期間とする。 
 （研究生の定員） 
第 22 条 研究生の定員は，20 名とする。 
 （研究生の入学） 
第 23 条 研究生の入学資格は，次のとおりとする。 
 一 大学の経済学部又はこれに相当する学部を

卒業した者 
 二 その他教授会において適当と認めた者 
２ 研究生の入学は，教授会において選考の上，学

部長が許可する。 
 （研究生の在学期間） 
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＜令和 4 年度～令和 6 年度入学者用＞ 
きる単位数は，30 単位を越えないものとし，単

位の認定方法は，教授会の議を経て，学部長が定

める。 
 
   第３章 成績評価及び卒業 
 （受験資格） 
第 10 条 学生は，履修した授業科目について試験

を受けることができる。 
 （試験の時期） 
第 11 条 試験は，学期の終わりにおいて行う。た

だし，特別の事情があるときは，試験の時期を変

更することがある。 
 （試験等の公示） 
第 12 条 試験の科目，日程，方法その他必要な事

項については，あらかじめ公示する。 
２ 卒業論文の提出期日その他必要な事項について

は，あらかじめ公示する。 
 （成  績） 
第 13 条 試験の成績は，A+，A，B，C，C- 及び

F とし，A+，A，B，C 及び C- を合格とする。 
 （卒業資格） 
第 14 条 本学部を卒業するためには，全学教育科

目及び専門系科目から 124 単位以上を修得しな

ければならない。ただし，国際社会科学プログラ

ムを卒業するためには，全学教育科目及び専門系

科目から 125 単位以上を修得しなければならな

い。      
 （追試験） 
第 15 条 病気その他やむを得ない事由により試験

を受けることができなかったときは，追試験を受

けることができる。 
２ 前項の規定による試験の取扱いは，教授会の議

を経て，学部長が定める。 
 
   第４章 転学部，転学科及び第３年次編入学 
 （転学部） 
第 16 条 本学部に転学部を志望する者は，１年次

末以降に理由を具して，所属する学部長及び本学

部長に願い出なければならない。他の学部に転学

部を志望する者は，理由を具して学部長に願い出

なければならない。 
２ 前項の場合，学部長は，教授会の議を経て許可

する。 
 （転学科） 
第 17 条 他の学科に転学科を志望する者は，２年

次末に理由を具して，学部長に願い出なければな

らない。 
２ 第３年次編入学生で，他の学科に転学科を志望

する者は，３年次末に理由を具して，学部長に願

い出なければならない。 
３ 前２項の場合，学部長は，教授会の議を経て許

可する。 
 （第３年次編入学） 
第 18 条 本学部の第３年次に編入学を志望する者

については，教授会において選考の上，総長が入

学を許可する。 
２ 前項により入学した者の修業年限は２年とし，

在学年限は４年とする。 
３ 第１項により入学した者の休学期間は通算し

て２年を超えることができない。 
４ 既修得単位の取扱いについては，教授会の議を

経て，学部長が別に定める。 
 
   第５章 特別聴講学生，科目等履修生，聴講

生及び研究生 
 （特別聴講学生） 
第 19 条 特別聴講学生の入学は，教授会において

選考の上，学部長が許可する。 
２ 特別聴講学生の在学期間は，聴講しようとする

授業科目について授業の行われる期間とする。 
３ 特別聴講学生の履修科目における単位の認定

等は，第 11 条，第 12 条，第 13 条及び第 15 条

の規程を準用する。 
 （科目等履修生） 
第 20 条 科目等履修生の入学は，教授会において

選考の上，学部長が許可する。 
２ 科目等履修生の在学期間は，履修しようとする

授業科目について授業の行われる期間とする。 
３ 科目等履修生の履修科目における単位の認定

等は，第 11 条，第 12 条，第 13 条及び第 15 条

の規程を準用する。 
 （聴講生） 
第 21 条 聴講生の入学は，教授会において選考の

上，学部長が許可する。 
２ 聴講生の在学期間は，聴講しようとする授業科

目について授業の行われる期間とする。 
 （研究生の定員） 
第 22 条 研究生の定員は，20 名とする。 
 （研究生の入学） 
第 23 条 研究生の入学資格は，次のとおりとする。 
 一 大学の経済学部又はこれに相当する学部を

卒業した者 
 二 その他教授会において適当と認めた者 
２ 研究生の入学は，教授会において選考の上，学

部長が許可する。 
 （研究生の在学期間） 

＜令和 4 年度～令和 6 年度入学者用＞ 
第 24 条 研究生の在学期間は，１年とする。ただ

し，学年の中途において入学した場合における在

学期間は，当該学年末までとする。 
２ 在学期間が満了しても研究の必要により，なお

引き続き在学しようとする者があるときは，学部

長の許可を得て在学期間を延長することができ

る。 
３ 前項の場合，学部長は，教授会の議を経て許可

する。 
 
   附 則 省 略 
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＜令和 2～3 年度入学者用＞ 

 

   第１章 通則 
（趣  旨） 
第１条 名古屋大学経済学部（以下「本学部」とい

う。）における目的，教育課程，授業，成績評価

等（以下「本学部の教育」という。）については，

名古屋大学通則及び名古屋大学全学教育科目規

程（以下「全学教育科目規程」という。）に定め

るもののほか，この規程の定めるところによる。 
２ この規程に定めるもののほか，本学部の教育に

関し必要な事項は，教授会の議を経て，学部長が

定める。 
（目  的） 
第２条 本学部は，教育基本法の精神にのっとり，

学術文化の中心として広く知識を授け，経済学及

び経営学の各分野にわたり，深く，かつ総合的に

研究するとともに，完全なる人格の育成と文化の

創造を期し，民主的，文化的な国家及び社会の形

成を通じて，世界の平和と人類の福祉に寄与する

ことを目的とする。 
 
   第２章 教育課程及び授業 
 （授業科目） 
第３条 授業科目は，必修科目，選択必修科目及び

選択科目とする。 
 （単位数及び履修方法） 
第４条 全学教育科目の授業科目及びその単位数

は，全学教育科目規程によるものとし，履修方法

は，別表第１のとおりとする。 
２ 専門系科目の授業科目及びその単位数並びに

履修方法は，別表第２のとおりとする。 
３ 各学科に国際プログラムに係る国際社会科学

プログラムを置き，その授業科目及び単位数並び

に履修方法は，全学教育科目にあっては，全学教

育科目規程によるものとし，履修方法は別表第 3
のとおりとし，専門系科目にあっては別表第 4
のとおりとする。 

４ 学生は，毎学期の初めに，履修しようとする授

業科目を学部長に届け出なければならない。 
 （単位数の計算の基準） 
第５条 専門系科目の単位数は，15 時間の講義又

は演習をもって１単位とする。 
 （他の学部の授業科目の履修等） 
第６条 学生は，教育上有益と認められるときは，

所定の手続きを経て他の学部に属する授業科目

を履修することができる。 
２ 前項により履修し，修得した単位は，12 単位

を超えない範囲で本学部の関連専門科目の単位

として取り扱うことができる。 
 （他の大学の授業科目の履修等） 
第７条 学生が，学部長の許可を得て，他の大学の

授業科目を履修し，修得した単位は，関連専門科

目について 12 単位を超えない範囲で卒業の要件

となる単位として認定することができる。 
２ 前項の単位の認定方法は，教授会の議を経て，

学部長が定める。 
 （留  学） 
第８条 学生が留学先の大学において授業科目を

履修し，修得した単位は，専門系科目について

20 単位を越えない範囲で卒業の要件となる単位

として認定することができる。 
２ 前項の単位の認定方法は，教授会の議を経て，

学部長が定める。 
 （入学前の既修得単位等の認定） 
第９条 大学又は外国の大学を卒業し又は退学し

た者で，新たに第１年次に入学した者の既修得単

位については，本学において修得したものとして

認定することができる。 
２ 前項により，修得したものと認定することがで

きる単位数は，30 単位を越えないものとし，単

位の認定方法は，教授会の議を経て，学部長が定

める。 
 
   第３章 成績評価及び卒業 
 （受験資格） 
第 10 条 学生は，履修した授業科目について試験

を受けることができる。 
 （試験の時期） 
第 11 条 試験は，学期の終わりにおいて行う。た

だし，特別の事情があるときは，試験の時期を変

更することがある。 

名 古 屋 大 学 経 済 学 部 規 程  
 

制  定    平成１６年 ４月１日
改  正    平成１９年 ４月１日
改  正    平成２０年 ４月１日
改  正    平成２３年 ４月１日
改  正    平成２４年 ４月１日
改  正    平成２５年 ４月１日
改  正    平成２７年 ４月１日

   改  正    令和 ２年 ４月１日
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＜令和 2～3 年度入学者用＞ 

 

   第１章 通則 
（趣  旨） 
第１条 名古屋大学経済学部（以下「本学部」とい

う。）における目的，教育課程，授業，成績評価

等（以下「本学部の教育」という。）については，

名古屋大学通則及び名古屋大学全学教育科目規

程（以下「全学教育科目規程」という。）に定め

るもののほか，この規程の定めるところによる。 
２ この規程に定めるもののほか，本学部の教育に

関し必要な事項は，教授会の議を経て，学部長が

定める。 
（目  的） 
第２条 本学部は，教育基本法の精神にのっとり，

学術文化の中心として広く知識を授け，経済学及

び経営学の各分野にわたり，深く，かつ総合的に

研究するとともに，完全なる人格の育成と文化の

創造を期し，民主的，文化的な国家及び社会の形

成を通じて，世界の平和と人類の福祉に寄与する

ことを目的とする。 
 
   第２章 教育課程及び授業 
 （授業科目） 
第３条 授業科目は，必修科目，選択必修科目及び

選択科目とする。 
 （単位数及び履修方法） 
第４条 全学教育科目の授業科目及びその単位数

は，全学教育科目規程によるものとし，履修方法

は，別表第１のとおりとする。 
２ 専門系科目の授業科目及びその単位数並びに

履修方法は，別表第２のとおりとする。 
３ 各学科に国際プログラムに係る国際社会科学

プログラムを置き，その授業科目及び単位数並び

に履修方法は，全学教育科目にあっては，全学教

育科目規程によるものとし，履修方法は別表第 3
のとおりとし，専門系科目にあっては別表第 4
のとおりとする。 

４ 学生は，毎学期の初めに，履修しようとする授

業科目を学部長に届け出なければならない。 
 （単位数の計算の基準） 
第５条 専門系科目の単位数は，15 時間の講義又

は演習をもって１単位とする。 
 （他の学部の授業科目の履修等） 
第６条 学生は，教育上有益と認められるときは，

所定の手続きを経て他の学部に属する授業科目

を履修することができる。 
２ 前項により履修し，修得した単位は，12 単位

を超えない範囲で本学部の関連専門科目の単位

として取り扱うことができる。 
 （他の大学の授業科目の履修等） 
第７条 学生が，学部長の許可を得て，他の大学の

授業科目を履修し，修得した単位は，関連専門科

目について 12 単位を超えない範囲で卒業の要件

となる単位として認定することができる。 
２ 前項の単位の認定方法は，教授会の議を経て，

学部長が定める。 
 （留  学） 
第８条 学生が留学先の大学において授業科目を

履修し，修得した単位は，専門系科目について

20 単位を越えない範囲で卒業の要件となる単位

として認定することができる。 
２ 前項の単位の認定方法は，教授会の議を経て，

学部長が定める。 
 （入学前の既修得単位等の認定） 
第９条 大学又は外国の大学を卒業し又は退学し

た者で，新たに第１年次に入学した者の既修得単

位については，本学において修得したものとして

認定することができる。 
２ 前項により，修得したものと認定することがで

きる単位数は，30 単位を越えないものとし，単

位の認定方法は，教授会の議を経て，学部長が定

める。 
 
   第３章 成績評価及び卒業 
 （受験資格） 
第 10 条 学生は，履修した授業科目について試験

を受けることができる。 
 （試験の時期） 
第 11 条 試験は，学期の終わりにおいて行う。た

だし，特別の事情があるときは，試験の時期を変

更することがある。 

名 古 屋 大 学 経 済 学 部 規 程  
 

制  定    平成１６年 ４月１日
改  正    平成１９年 ４月１日
改  正    平成２０年 ４月１日
改  正    平成２３年 ４月１日
改  正    平成２４年 ４月１日
改  正    平成２５年 ４月１日
改  正    平成２７年 ４月１日

   改  正    令和 ２年 ４月１日

＜令和 2～3 年度入学者用＞ 

 

 （試験等の公示） 
第 12 条 試験の科目，日程，方法その他必要な事

項については，あらかじめ公示する。 
２ 卒業論文の提出期日その他必要な事項について

は，あらかじめ公示する。 
 （成  績） 
第 13 条 試験の成績は，A+，A，B，C，C- 及び

F とし，A+，A，B，C 及び C- を合格とする。 
 （卒業資格） 
第 14 条 本学部を卒業するためには，全学教育科

目及び専門系科目から 132 単位以上を修得しな

ければならない。 
 （追試験） 
第 15 条 病気その他やむを得ない事由により試験

を受けることができなかったときは，追試験を受

けることができる。 
２ 前項の規定による試験の取扱いは，教授会の議

を経て，学部長が定める。 
 
   第４章 転学部，転学科及び第３年次編入学 
 （転学部） 
第 16 条 本学部に転学部を志望する者は，１年次

末以降に理由を具して，所属する学部長及び本学

部長に願い出なければならない。他の学部に転学

部を志望する者は，理由を具して学部長に願い出

なければならない。 
２ 前項の場合，学部長は，教授会の議を経て許可

する。 
 （転学科） 
第 17 条 他の学科に転学科を志望する者は，２年

次末に理由を具して，学部長に願い出なければな

らない。 
２ 第３年次編入学生で，他の学科に転学科を志望

する者は，３年次末に理由を具して，学部長に願

い出なければならない。 
３ 前２項の場合，学部長は，教授会の議を経て許

可する。 
 （第３年次編入学） 
第 18 条 本学部の第３年次に編入学を志望する者

については，教授会において選考の上，総長が入

学を許可する。 
２ 前項により入学した者の修業年限は２年とし，

在学年限は４年とする。 
３ 第１項により入学した者の休学期間は通算し

て２年を超えることができない。 
４ 既修得単位の取扱いについては，教授会の議を

経て，学部長が別に定める。 
 

   第５章 特別聴講学生，科目等履修生，聴講

生及び研究生 
 （特別聴講学生） 
第 19 条 特別聴講学生の入学は，教授会において

選考の上，学部長が許可する。 
２ 特別聴講学生の在学期間は，聴講しようとする

授業科目について授業の行われる期間とする。 
３ 特別聴講学生の履修科目における単位の認定

等は，第 11 条，第 12 条，第 13 条及び第 15 条

の規程を準用する。 
 （科目等履修生） 
第 20 条 科目等履修生の入学は，教授会において

選考の上，学部長が許可する。 
２ 科目等履修生の在学期間は，履修しようとする

授業科目について授業の行われる期間とする。 
３ 科目等履修生の履修科目における単位の認定

等は，第 11 条，第 12 条，第 13 条及び第 15 条

の規程を準用する。 
 （聴講生） 
第 21 条 聴講生の入学は，教授会において選考の

上，学部長が許可する。 
２ 聴講生の在学期間は，聴講しようとする授業科

目について授業の行われる期間とする。 
 （研究生の定員） 
第 22 条 研究生の定員は，20 名とする。 
 （研究生の入学） 
第 23 条 研究生の入学資格は，次のとおりとする。 
 一 大学の経済学部又はこれに相当する学部を

卒業した者 
 二 その他教授会において適当と認めた者 
２ 研究生の入学は，教授会において選考の上，学

部長が許可する。 
 （研究生の在学期間） 
第 24 条 研究生の在学期間は，１年とする。ただ

し，学年の中途において入学した場合における在

学期間は，当該学年末までとする。 
２ 在学期間が満了しても研究の必要により，なお

引き続き在学しようとする者があるときは，学部

長の許可を得て在学期間を延長することができ

る。 
３ 前項の場合，学部長は，教授会の議を経て許可

する。 
 
   附 則 省 略 
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全学教育科目        総計 41 単位以上 

 共通基礎科目         合計 29 単位 
  「大学での学び」基礎論    小計１単位 
  基礎セミナー         小計２単位 
  言語文化科目         小計 19 単位 
   英語              10 
   初修外国語            9 
  健康・スポーツ科学      小計４単位 
    講義              ２ 
   実習              ２ 
  データ科学科目        小計２単位 
   講義              １ 
   演習              １ 
  アントレプレナーシップ科目  小計１単位 
 教養科目            合計４単位 
現代教養科目（自然系及び学際・融合系）2 単位を含め，現代教養科目（自然系

及び学際・融合系），国際理解科目，超学部セミナーから選択 

分野別基礎科目         合計８単位 
人文・社会系基礎科目      ８ 

（外国人留学生の言語文化の履修要件） 
  言語文化         小計 19 単位以上 
   日本語             10 
   日本語以外の外国語     9 単位以上 

経済学科 
専門系科目          総計 84 単位以上 

  専門基礎科目（選択必修）  計 28 単位以上 
    ミ ク ロ 経 済 学 Ⅰ      ２単位 
    ミ ク ロ 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    マ ク ロ 経 済 学 Ⅰ      ２ 
    マ ク ロ 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    計 量 経 済 Ⅰ      ２ 
    計 量 経 済 Ⅱ      ２ 
    政 治 経 済 学 Ⅰ      ２ 
    政 治 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    一 般 経 済 史 Ⅰ      ２ 
    一 般 経 済 史 Ⅱ      ２ 
    経 営 Ⅰ      ２ 
    経 営 Ⅱ      ２ 
    会 計 Ⅰ      ２ 
    会 計 Ⅱ      ２ 
    財 務 諸 表 Ⅰ      ２ 
    財 務 諸 表 Ⅱ      ２ 
 

 

全学教育科目        総計 41 単位以上 

共通基礎科目         合計 29 単位 
  「大学での学び」基礎論    小計１単位 
  基礎セミナー         小計２単位 
  言語文化科目         小計 19 単位 
   英語              10 
   初修外国語            9 
  健康・スポーツ科学      小計４単位 
    講義              ２ 
   実習              ２ 
  データ科学科目        小計２単位 
   講義              １ 
   演習              １ 
  アントレプレナーシップ科目  小計１単位 
 教養科目            合計４単位 
現代教養科目（自然系及び学際・融合系）2 単位を含め，現代教養科目（自然系

及び学際・融合系），国際理解科目，超学部セミナーから選択 

分野別基礎科目         合計８単位 
人文・社会系基礎科目      ８ 

（外国人留学生の言語文化の履修要件） 
  言語文化     小計 19 単位以上 
   日本語             10 

日本語以外の外国語     9 単位以上 

経営学科 
専門系科目          総計 84 単位以上 

  専門基礎科目（選択必修）  計 28 単位以上 
    ミ ク ロ 経 済 学 Ⅰ      ２単位 
    ミ ク ロ 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    マ ク ロ 経 済 学 Ⅰ      ２ 
    マ ク ロ 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    計 量 経 済 Ⅰ      ２ 
    計 量 経 済 Ⅱ      ２ 
    政 治 経 済 学 Ⅰ      ２ 
    政 治 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    一 般 経 済 史 Ⅰ      ２ 
    一 般 経 済 史 Ⅱ      ２ 
    経 営 Ⅰ      ２ 
    経 営 Ⅱ      ２ 
    会 計 Ⅰ      ２ 
    会 計 Ⅱ      ２ 
    財 務 諸 表 Ⅰ      ２ 
    財 務 諸 表 Ⅱ      ２ 

 令和７年度以降入学者  
別表第１ （第４条関係）   学 科 共 通 の 授 業 科 目 及 び 単 位 数  

別表第２ （第４条及び第６条関係）   授 業 科 目 及 び 単 位 数  
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専 門 科 目（必修）      計８単位 
    経 済 学 演 習 Ⅰ      ２単位 
    経 済 学 演 習 Ⅱ      ２ 
    経済学卒論研究Ⅰ      ２ 
    経済学卒論研究Ⅱ      ２ 
  専 門 科 目（選択必修）  計 24 単位以上 
    経 済 政 策      ２単位 
    農 業 経 済      ２ 
    労 働 経 済      ２ 
    産 業 組 織      ２ 
    国 際 経 済      ２ 
    財 政      ２ 
    金 融      ２ 
    公 共 経 済      ２ 
    現 代 資 本 主 義      ２ 
    経 済 学 史      ２ 
    社 会 思 想 史      ２ 
    日 本 経 済 史      ２ 
    西 洋 経 済 史      ２ 
    フ ァ イ ナ ン ス      ２ 
    経 済 政 策 特 論      ２ 
    農 業 経 済 特 論      ２ 
    労 働 経 済 特 論      ２ 
    産 業 組 織 特 論      ２ 
    国 際 経 済 特 論      ２ 
    財 政 特 論      ２ 
    金 融 特 論      ２ 
    公 共 経 済 特 論      ２ 
    現代資本主義特論      ２ 
    経 済 学 史 特 論      ２ 
    社 会 思 想 史 特 論      ２ 
    日 本 経 済 史 特 論      ２ 
    西 洋 経 済 史 特 論      ２ 
関連専門科目（選択） 
  専門科目（選択必修）と関連専門科目（選択）を合わせて計 48 単位以上  
    経 済 数 学 Ａ      ２単位 
    経 済 数 学 Ｂ      ２ 
    統 計 解 析      ２ 
    経 済 発 展      ２ 
    情 報 処 理      ２ 
    日 本 経 済 論      ２ 
     
 

  専 門 科 目（必修）      計８単位 
    経 営 学 演 習 Ⅰ      ２単位 
    経 営 学 演 習 Ⅱ      ２ 
    経営学卒論研究Ⅰ      ２ 
    経営学卒論研究Ⅱ      ２ 
  専 門 科 目（選択必修）  計 24 単位以上 
    経 営 労 務      ２単位 
    フ ァ イ ナ ン ス      ２ 
    生 産 管 理      ２ 
    マ ー ケ テ ィ ン グ      ２ 
    経 営 組 織      ２ 
    経 営 戦 略      ２ 
    財 務 会 計      ２ 
    管 理 会 計      ２ 
    監 査      ２ 
    経 営 分 析      ２ 
    国 際 会 計      ２ 
    経 営 情 報      ２ 
    労 働 経 済      ２ 
    産 業 組 織      ２ 
    経 営 労 務 特 論      ２ 
    ファイナンス特論      ２ 
    生 産 管 理 特 論      ２ 
    マーケティング特論      ２ 
    経 営 組 織 特 論      ２ 
    経 営 戦 略 特 論      ２ 
    財 務 会 計 特 論      ２ 
    管 理 会 計 特 論      ２ 
    監 査 特 論      ２ 
    経 営 分 析 特 論      ２ 
    国 際 会 計 特 論      ２ 
    経 営 情 報 特 論      ２ 
 
関連専門科目（選択） 
  専門科目（選択必修）と関連専門科目（選択）を合わせて計 48 単位以上  
    経 済 数 学 Ａ      ２単位 
    経 済 数 学 Ｂ      ２ 
    統 計 解 析      ２ 
    経 済 発 展      ２ 
    情 報 処 理      ２ 
    日 本 経 済 論      ２ 
     

― 11 ―



    経 営 労 務      ２単位 
    生 産 管 理      ２ 
    マ ー ケ テ ィ ン グ      ２ 
    経 営 組 織      ２ 
    経 営 戦 略      ２ 
    財 務 会 計      ２ 
    管 理 会 計      ２ 
    監 査      ２ 
    経 営 分 析      ２ 
    国 際 会 計      ２ 
    経 営 情 報      ２ 
        法学・政治学の世界Ⅰ      ２ 
    法学・政治学の世界Ⅱ      ２ 
    特 殊 講 義 
    発 展 科 目 
 〔各学科共通の専門科目（必修），専門科目（選

択必修）及び関連専門科目（選択）の履修方法並び

に単位の取扱い〕 
１ 専門科目（必修）の卒論研究を履修するために

は，卒論研究に入る学年の始めの時点で，全学教

育科目の卒業必要単位 41 単位のうちから 28 単

位以上，専門系科目のうちから演習４単位を含め

て 56 単位以上，計 84 単位以上を修得していな

ければならない。 
２ 専門科目（選択必修）から 24 単位以上、専門

科目（選択必修）及び関連専門科目（選択）を合

計して 48 単位以上を修得しなければならない。 
３ 他の学部の専門科目及び関連専門科目を履修

し，修得した単位として認定されるものについて

は，12 単位を超えない範囲で経済学部の関連専

門科目の単位として算入することができる。なお，

他の大学において履修し，修得した単位について

も同様に取り扱うものとする。 
４ 特殊講義及び発展科目の授業科目及びその単

位数は，教授会の議を経て，学部長が定める。 
 
 
 
 
 
 
 
 

    経 済 政 策      ２単位 
    農 業 経 済      ２ 
    国 際 経 済      ２ 
    財 政      ２ 
    金 融      ２ 
    公 共 経 済      ２ 
    現 代 資 本 主 義      ２ 
    経 済 学 史      ２ 
    社 会 思 想 史      ２ 
    日 本 経 済 史      ２ 

   西 洋 経 済 史      ２

特 殊 講 義 
    発 展 科 目 
  
 
〔各学科共通の専門科目（必修），専門科目（選択

必修）及び関連専門科目（選択）の履修方法並びに

単位の取扱い〕 
１ 専門科目（必修）の卒論研究を履修するために

は，卒論研究に入る学年の始めの時点で，全学教

育科目の卒業必要単位 41 単位のうちから 28 単

位以上，専門系科目のうちから演習４単位を含め

て 56 単位以上，計 84 単位以上を修得していな

ければならない。 
２ 専門科目（選択必修）から 24 単位以上、専門

科目（選択必修）及び関連専門科目（選択）を合

計して 48 単位以上を修得しなければならない。 
３ 他の学部の専門科目及び関連専門科目を履修

し，修得した単位として認定されるものについて

は，12 単位を超えない範囲で経済学部の関連専

門科目の単位として算入することができる。なお，

他大学において履修し，修得した単位についても

同様に取り扱うものとする。 
４ 特殊講義及び発展科目の授業科目及びその単

位数は，教授会の議を経て，学部長が定める。 
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全学教育科目         総計 40 単位以上 

 共通基礎科目          合計 28 単位 
  「大学での学び」基礎論    小計１単位 
  基礎セミナー         小計２単位 
  言語文化科目         小計 19 単位 
   英語              10 
   初修外国語            9 
  健康・スポーツ科学      小計４単位 
    講義              ２ 
   実習              ２ 
  データ科学科目        小計２単位 
   講義              １ 
   演習              １ 
 教養科目            合計４単位 
現代教養科目（自然系及び学際・融合系）2 単位を含め，現代教養科目（自然系

及び学際・融合系），国際理解科目，超学部セミナーから選択 

分野別基礎科目         合計８単位 
人文・社会系基礎科目      ８ 

（外国人留学生の言語文化の履修要件） 
  言語文化         小計 19 単位以上 
   日本語             10 
   日本語以外の外国語     9 単位以上 

経済学科 
専門系科目          総計 84 単位以上 

  専門基礎科目（選択必修）  計 28 単位以上 
    ミ ク ロ 経 済 学 Ⅰ      ２単位 
    ミ ク ロ 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    マ ク ロ 経 済 学 Ⅰ      ２ 
    マ ク ロ 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    計 量 経 済 Ⅰ      ２ 
    計 量 経 済 Ⅱ      ２ 
    政 治 経 済 学 Ⅰ      ２ 
    政 治 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    一 般 経 済 史 Ⅰ      ２ 
    一 般 経 済 史 Ⅱ      ２ 
    経 営 Ⅰ      ２ 
    経 営 Ⅱ      ２ 
    会 計 Ⅰ      ２ 
    会 計 Ⅱ      ２ 
    財 務 諸 表 Ⅰ      ２ 
    財 務 諸 表 Ⅱ      ２ 

全学教育科目         総計 40 単位以上

共通基礎科目          合計 28 単位 
  「大学での学び」基礎論    小計１単位 
  基礎セミナー         小計２単位 
  言語文化科目         小計 19 単位 
   英語              10 
   初修外国語            9 
  健康・スポーツ科学      小計４単位 
    講義              ２ 
   実習              ２ 
  データ科学科目        小計２単位 
   講義              １ 
   演習              １ 
 教養科目            合計４単位 
現代教養科目（自然系及び学際・融合系）2 単位を含め，現代教養科目（自然系

及び学際・融合系），国際理解科目，超学部セミナーから選択 

分野別基礎科目         合計８単位 
人文・社会系基礎科目      ８ 

（外国人留学生の言語文化の履修要件） 
  言語文化     小計 19 単位以上 
   日本語             10 

日本語以外の外国語     9 単位以上 

経営学科 
専門系科目          総計 84 単位以上 

  専門基礎科目（選択必修）  計 28 単位以上 
    ミ ク ロ 経 済 学 Ⅰ      ２単位 
    ミ ク ロ 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    マ ク ロ 経 済 学 Ⅰ      ２ 
    マ ク ロ 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    計 量 経 済 Ⅰ      ２ 
    計 量 経 済 Ⅱ      ２ 
    政 治 経 済 学 Ⅰ      ２ 
    政 治 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    一 般 経 済 史 Ⅰ      ２ 
    一 般 経 済 史 Ⅱ      ２ 
    経 営 Ⅰ      ２ 
    経 営 Ⅱ      ２ 
    会 計 Ⅰ      ２ 
    会 計 Ⅱ      ２ 
    財 務 諸 表 Ⅰ      ２ 
    財 務 諸 表 Ⅱ      ２ 

 令和６年度入学者  
別表第１ （第４条関係）   学 科 共 通 の 授 業 科 目 及 び 単 位 数  

別表第２ （第４条及び第６条関係）   授 業 科 目 及 び 単 位 数  
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  専 門 科 目（必修）      計８単位 
    経 済 学 演 習 Ⅰ      ２単位 
    経 済 学 演 習 Ⅱ      ２ 
    経済学卒論研究Ⅰ      ２ 
    経済学卒論研究Ⅱ      ２ 
  専 門 科 目（選択必修）  計 24 単位以上 
    経 済 政 策      ２単位 
    農 業 経 済      ２ 
    労 働 経 済      ２ 
    産 業 組 織      ２ 
    国 際 経 済      ２ 
    財 政      ２ 
    金 融      ２ 
    公 共 経 済      ２ 
    現 代 資 本 主 義      ２ 
    経 済 学 史      ２ 
    社 会 思 想 史      ２ 
    日 本 経 済 史      ２ 
    西 洋 経 済 史      ２ 
    フ ァ イ ナ ン ス      ２ 
    経 済 政 策 特 論      ２ 
    農 業 経 済 特 論      ２ 
    労 働 経 済 特 論      ２ 
    産 業 組 織 特 論      ２ 
    国 際 経 済 特 論      ２ 
    財 政 特 論      ２ 
    金 融 特 論      ２ 
    公 共 経 済 特 論      ２ 
    現代資本主義特論      ２ 
    経 済 学 史 特 論      ２ 
    社 会 思 想 史 特 論      ２ 
    日 本 経 済 史 特 論      ２ 
    西 洋 経 済 史 特 論      ２ 
関連専門科目（選択） 
  専門科目（選択必修）と関連専門科目（選択）を合わせて計 48 単位以上  
    経 済 数 学 Ａ      ２単位 
    経 済 数 学 Ｂ      ２ 
    統 計 解 析      ２ 
    経 済 発 展      ２ 
    情 報 処 理      ２ 
    日 本 経 済 論      ２ 
     
 

  専 門 科 目（必修）      計８単位 
    経 営 学 演 習 Ⅰ      ２単位 
    経 営 学 演 習 Ⅱ      ２ 
    経営学卒論研究Ⅰ      ２ 
    経営学卒論研究Ⅱ      ２ 
  専 門 科 目（選択必修）  計 24 単位以上 
    経 営 労 務      ２単位 
    フ ァ イ ナ ン ス      ２ 
    生 産 管 理      ２ 
    マ ー ケ テ ィ ン グ      ２ 
    経 営 組 織      ２ 
    経 営 戦 略      ２ 
    財 務 会 計      ２ 
    管 理 会 計      ２ 
    監 査      ２ 
    経 営 分 析      ２ 
    国 際 会 計      ２ 
    経 営 情 報      ２ 
    労 働 経 済      ２ 
    産 業 組 織      ２ 
    経 営 労 務 特 論      ２ 
    ファイナンス特論      ２ 
    生 産 管 理 特 論      ２ 
    マーケティング特論      ２ 
    経 営 組 織 特 論      ２ 
    経 営 戦 略 特 論      ２ 
    財 務 会 計 特 論      ２ 
    管 理 会 計 特 論      ２ 
    監 査 特 論      ２ 
    経 営 分 析 特 論      ２ 
    国 際 会 計 特 論      ２ 
    経 営 情 報 特 論      ２ 
 
関連専門科目（選択） 
  専門科目（選択必修）と関連専門科目（選択）を合わせて計 48 単位以上  
    経 済 数 学 Ａ      ２単位 
    経 済 数 学 Ｂ      ２ 
    統 計 解 析      ２ 
    経 済 発 展      ２ 
    情 報 処 理      ２ 
    日 本 経 済 論      ２ 
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  専 門 科 目（必修）      計８単位 
    経 済 学 演 習 Ⅰ      ２単位 
    経 済 学 演 習 Ⅱ      ２ 
    経済学卒論研究Ⅰ      ２ 
    経済学卒論研究Ⅱ      ２ 
  専 門 科 目（選択必修）  計 24 単位以上 
    経 済 政 策      ２単位 
    農 業 経 済      ２ 
    労 働 経 済      ２ 
    産 業 組 織      ２ 
    国 際 経 済      ２ 
    財 政      ２ 
    金 融      ２ 
    公 共 経 済      ２ 
    現 代 資 本 主 義      ２ 
    経 済 学 史      ２ 
    社 会 思 想 史      ２ 
    日 本 経 済 史      ２ 
    西 洋 経 済 史      ２ 
    フ ァ イ ナ ン ス      ２ 
    経 済 政 策 特 論      ２ 
    農 業 経 済 特 論      ２ 
    労 働 経 済 特 論      ２ 
    産 業 組 織 特 論      ２ 
    国 際 経 済 特 論      ２ 
    財 政 特 論      ２ 
    金 融 特 論      ２ 
    公 共 経 済 特 論      ２ 
    現代資本主義特論      ２ 
    経 済 学 史 特 論      ２ 
    社 会 思 想 史 特 論      ２ 
    日 本 経 済 史 特 論      ２ 
    西 洋 経 済 史 特 論      ２ 
関連専門科目（選択） 
  専門科目（選択必修）と関連専門科目（選択）を合わせて計 48 単位以上  
    経 済 数 学 Ａ      ２単位 
    経 済 数 学 Ｂ      ２ 
    統 計 解 析      ２ 
    経 済 発 展      ２ 
    情 報 処 理      ２ 
    日 本 経 済 論      ２ 
     
 

  専 門 科 目（必修）      計８単位 
    経 営 学 演 習 Ⅰ      ２単位 
    経 営 学 演 習 Ⅱ      ２ 
    経営学卒論研究Ⅰ      ２ 
    経営学卒論研究Ⅱ      ２ 
  専 門 科 目（選択必修）  計 24 単位以上 
    経 営 労 務      ２単位 
    フ ァ イ ナ ン ス      ２ 
    生 産 管 理      ２ 
    マ ー ケ テ ィ ン グ      ２ 
    経 営 組 織      ２ 
    経 営 戦 略      ２ 
    財 務 会 計      ２ 
    管 理 会 計      ２ 
    監 査      ２ 
    経 営 分 析      ２ 
    国 際 会 計      ２ 
    経 営 情 報      ２ 
    労 働 経 済      ２ 
    産 業 組 織      ２ 
    経 営 労 務 特 論      ２ 
    ファイナンス特論      ２ 
    生 産 管 理 特 論      ２ 
    マーケティング特論      ２ 
    経 営 組 織 特 論      ２ 
    経 営 戦 略 特 論      ２ 
    財 務 会 計 特 論      ２ 
    管 理 会 計 特 論      ２ 
    監 査 特 論      ２ 
    経 営 分 析 特 論      ２ 
    国 際 会 計 特 論      ２ 
    経 営 情 報 特 論      ２ 
 
関連専門科目（選択） 
  専門科目（選択必修）と関連専門科目（選択）を合わせて計 48 単位以上  
    経 済 数 学 Ａ      ２単位 
    経 済 数 学 Ｂ      ２ 
    統 計 解 析      ２ 
    経 済 発 展      ２ 
    情 報 処 理      ２ 
    日 本 経 済 論      ２ 
     

    経 営 労 務      ２単位 
    生 産 管 理      ２ 
    マ ー ケ テ ィ ン グ      ２ 
    経 営 組 織      ２ 
    経 営 戦 略      ２ 
    財 務 会 計      ２ 
    管 理 会 計      ２ 
    監 査      ２ 
    経 営 分 析      ２ 
    国 際 会 計      ２ 
    経 営 情 報      ２ 
        法学・政治学の世界Ⅰ      ２ 
    法学・政治学の世界Ⅱ      ２ 
    特 殊 講 義 
    発 展 科 目 
 〔各学科共通の専門科目（必修），専門科目（選

択必修）及び関連専門科目（選択）の履修方法並び

に単位の取扱い〕 
１ 専門科目（必修）の卒論研究を履修するために

は，卒論研究に入る学年の始めの時点で，全学教

育科目の卒業必要単位 40 単位のうちから 28 単

位以上，専門系科目のうちから演習４単位を含め

て 56 単位以上，計 84 単位以上を修得していな

ければならない。 
２ 専門科目（選択必修）から 24 単位以上、専門

科目（選択必修）及び関連専門科目（選択）を合

計して 48 単位以上を修得しなければならない。 
３ 他の学部の専門科目及び関連専門科目を履修

し，修得した単位として認定されるものについて

は，12 単位を超えない範囲で経済学部の関連専

門科目の単位として算入することができる。なお，

他の大学において履修し，修得した単位について

も同様に取り扱うものとする。 
４ 特殊講義及び発展科目の授業科目及びその単

位数は，教授会の議を経て，学部長が定める。 
 
 
 
 
 
 
 
 

    経 済 政 策      ２単位 
    農 業 経 済      ２ 
    国 際 経 済      ２ 
    財 政      ２ 
    金 融      ２ 
    公 共 経 済      ２ 
    現 代 資 本 主 義      ２ 
    経 済 学 史      ２ 
    社 会 思 想 史      ２ 
    日 本 経 済 史      ２ 
    西 洋 経 済 史      ２ 

   特 殊 講 義 
    発 展 科 目 
  
 
〔各学科共通の専門科目（必修），専門科目（選択

必修）及び関連専門科目（選択）の履修方法並びに

単位の取扱い〕 
１ 専門科目（必修）の卒論研究を履修するために

は，卒論研究に入る学年の始めの時点で，全学教

育科目の卒業必要単位 40 単位のうちから 28 単

位以上，専門系科目のうちから演習４単位を含め

て 56 単位以上，計 84 単位以上を修得していな

ければならない。 
２ 専門科目（選択必修）から 24 単位以上、専門

科目（選択必修）及び関連専門科目（選択）を合

計して 48 単位以上を修得しなければならない。 
３ 他の学部の専門科目及び関連専門科目を履修

し，修得した単位として認定されるものについて

は，12 単位を超えない範囲で経済学部の関連専

門科目の単位として算入することができる。なお，

他大学において履修し，修得した単位についても

同様に取り扱うものとする。 
４ 特殊講義及び発展科目の授業科目及びその単

位数は，教授会の議を経て，学部長が定める。 
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全学教育科目         総計 40 単位以上 

 共通基礎科目          合計 28 単位 
  「大学での学び」基礎論    小計１単位 
  基礎セミナー         小計２単位 
  言語文化科目         小計 19 単位 
   英語              10 
   初修外国語            9 
  健康・スポーツ科学      小計４単位 
    講義              ２ 
   実習              ２ 
  データ科学科目        小計２単位 
   講義              １ 
   演習              １ 
 教養科目            合計４単位 
現代教養科目（自然系及び学際・融合系）2 単位を含め，現代教養科目（自然系

及び学際・融合系），国際理解科目，超学部セミナーから選択 

分野別基礎科目         合計８単位 
人文・社会系基礎科目      ８ 

（外国人留学生の言語文化の履修要件） 
  言語文化         小計 19 単位以上 
   日本語             10 
   日本語以外の外国語     9 単位以上 

経済学科 
専門系科目          総計 84 単位以上 

  専門基礎科目（選択必修）  計 28 単位以上 
    ミ ク ロ 経 済 学 Ⅰ      ２単位 
    ミ ク ロ 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    マ ク ロ 経 済 学 Ⅰ      ２ 
    マ ク ロ 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    計 量 経 済 Ⅰ      ２ 
    計 量 経 済 Ⅱ      ２ 
    政 治 経 済 学 Ⅰ      ２ 
    政 治 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    一 般 経 済 史 Ⅰ      ２ 
    一 般 経 済 史 Ⅱ      ２ 
    経 営 Ⅰ      ２ 
    経 営 Ⅱ      ２ 
    会 計 Ⅰ      ２ 
    会 計 Ⅱ      ２ 
    財 務 諸 表 Ⅰ      ２ 
    財 務 諸 表 Ⅱ      ２ 

全学教育科目         総計 40 単位以上

共通基礎科目          合計 28 単位 
  「大学での学び」基礎論    小計１単位 
  基礎セミナー         小計２単位 
  言語文化科目         小計 19 単位 
   英語              10 
   初修外国語            9 
  健康・スポーツ科学      小計４単位 
    講義              ２ 
   実習              ２ 
  データ科学科目        小計２単位 
   講義              １ 
   演習              １ 
 教養科目            合計４単位 
現代教養科目（自然系及び学際・融合系）2 単位を含め，現代教養科目（自然系

及び学際・融合系），国際理解科目，超学部セミナーから選択 

分野別基礎科目         合計８単位 
人文・社会系基礎科目      ８ 

（外国人留学生の言語文化の履修要件） 
  言語文化     小計 19 単位以上 
   日本語             10 

日本語以外の外国語     9 単位以上 

経営学科 
専門系科目          総計 84 単位以上 

  専門基礎科目（選択必修）  計 28 単位以上 
    ミ ク ロ 経 済 学 Ⅰ      ２単位 
    ミ ク ロ 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    マ ク ロ 経 済 学 Ⅰ      ２ 
    マ ク ロ 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    計 量 経 済 Ⅰ      ２ 
    計 量 経 済 Ⅱ      ２ 
    政 治 経 済 学 Ⅰ      ２ 
    政 治 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    一 般 経 済 史 Ⅰ      ２ 
    一 般 経 済 史 Ⅱ      ２ 
    経 営 Ⅰ      ２ 
    経 営 Ⅱ      ２ 
    会 計 Ⅰ      ２ 
    会 計 Ⅱ      ２ 
    財 務 諸 表 Ⅰ      ２ 
    財 務 諸 表 Ⅱ      ２ 

 令和４年度～令和５年度入学者  
別表第１ （第４条関係）   学 科 共 通 の 授 業 科 目 及 び 単 位 数  

別表第２ （第４条及び第６条関係）   授 業 科 目 及 び 単 位 数  
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全学教育科目         総計 40 単位以上 

 共通基礎科目          合計 28 単位 
  「大学での学び」基礎論    小計１単位 
  基礎セミナー         小計２単位 
  言語文化科目         小計 19 単位 
   英語              10 
   初修外国語            9 
  健康・スポーツ科学      小計４単位 
    講義              ２ 
   実習              ２ 
  データ科学科目        小計２単位 
   講義              １ 
   演習              １ 
 教養科目            合計４単位 
現代教養科目（自然系及び学際・融合系）2 単位を含め，現代教養科目（自然系

及び学際・融合系），国際理解科目，超学部セミナーから選択 

分野別基礎科目         合計８単位 
人文・社会系基礎科目      ８ 

（外国人留学生の言語文化の履修要件） 
  言語文化         小計 19 単位以上 
   日本語             10 
   日本語以外の外国語     9 単位以上 

経済学科 
専門系科目          総計 84 単位以上 

  専門基礎科目（選択必修）  計 28 単位以上 
    ミ ク ロ 経 済 学 Ⅰ      ２単位 
    ミ ク ロ 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    マ ク ロ 経 済 学 Ⅰ      ２ 
    マ ク ロ 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    計 量 経 済 Ⅰ      ２ 
    計 量 経 済 Ⅱ      ２ 
    政 治 経 済 学 Ⅰ      ２ 
    政 治 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    一 般 経 済 史 Ⅰ      ２ 
    一 般 経 済 史 Ⅱ      ２ 
    経 営 Ⅰ      ２ 
    経 営 Ⅱ      ２ 
    会 計 Ⅰ      ２ 
    会 計 Ⅱ      ２ 
    財 務 諸 表 Ⅰ      ２ 
    財 務 諸 表 Ⅱ      ２ 

全学教育科目         総計 40 単位以上

共通基礎科目          合計 28 単位 
  「大学での学び」基礎論    小計１単位 
  基礎セミナー         小計２単位 
  言語文化科目         小計 19 単位 
   英語              10 
   初修外国語            9 
  健康・スポーツ科学      小計４単位 
    講義              ２ 
   実習              ２ 
  データ科学科目        小計２単位 
   講義              １ 
   演習              １ 
 教養科目            合計４単位 
現代教養科目（自然系及び学際・融合系）2 単位を含め，現代教養科目（自然系

及び学際・融合系），国際理解科目，超学部セミナーから選択 

分野別基礎科目         合計８単位 
人文・社会系基礎科目      ８ 

（外国人留学生の言語文化の履修要件） 
  言語文化     小計 19 単位以上 
   日本語             10 

日本語以外の外国語     9 単位以上 

経営学科 
専門系科目          総計 84 単位以上 

  専門基礎科目（選択必修）  計 28 単位以上 
    ミ ク ロ 経 済 学 Ⅰ      ２単位 
    ミ ク ロ 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    マ ク ロ 経 済 学 Ⅰ      ２ 
    マ ク ロ 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    計 量 経 済 Ⅰ      ２ 
    計 量 経 済 Ⅱ      ２ 
    政 治 経 済 学 Ⅰ      ２ 
    政 治 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    一 般 経 済 史 Ⅰ      ２ 
    一 般 経 済 史 Ⅱ      ２ 
    経 営 Ⅰ      ２ 
    経 営 Ⅱ      ２ 
    会 計 Ⅰ      ２ 
    会 計 Ⅱ      ２ 
    財 務 諸 表 Ⅰ      ２ 
    財 務 諸 表 Ⅱ      ２ 

 令和４年度～令和５年度入学者  
別表第１ （第４条関係）   学 科 共 通 の 授 業 科 目 及 び 単 位 数  

別表第２ （第４条及び第６条関係）   授 業 科 目 及 び 単 位 数  

  専 門 科 目（必修）      計８単位 
    経 済 学 演 習 Ⅰ      ２単位 
    経 済 学 演 習 Ⅱ      ２ 
    経済学卒論研究Ⅰ      ２ 
    経済学卒論研究Ⅱ      ２ 
  専 門 科 目（選択必修）  計 24 単位以上 
    経 済 政 策      ２単位 
    農 業 経 済      ２ 
    労 働 経 済      ２ 
    産 業 組 織      ２ 
    国 際 経 済      ２ 
    財 政      ２ 
    金 融      ２ 
    公 共 経 済      ２ 
    現 代 資 本 主 義      ２ 
    経 済 学 史      ２ 
    社 会 思 想 史      ２ 
    日 本 経 済 史      ２ 
    西 洋 経 済 史      ２ 
    フ ァ イ ナ ン ス      ２ 
    経 済 政 策 特 論      ２ 
    農 業 経 済 特 論      ２ 
    労 働 経 済 特 論      ２ 
    産 業 組 織 特 論      ２ 
    国 際 経 済 特 論      ２ 
    財 政 特 論      ２ 
    金 融 特 論      ２ 
    公 共 経 済 特 論      ２ 
    現代資本主義特論      ２ 
    経 済 学 史 特 論      ２ 
    社 会 思 想 史 特 論      ２ 
    日 本 経 済 史 特 論      ２ 
    西 洋 経 済 史 特 論      ２ 
関連専門科目（選択） 
  専門科目（選択必修）と関連専門科目（選択）を合わせて計 48 単位以上  
    経 済 数 学 Ａ      ２単位 
    経 済 数 学 Ｂ      ２ 
    統 計 解 析      ２ 
    経 済 発 展      ２ 
    情 報 処 理      ２ 
    日 本 経 済 論      ２ 
     
 

  専 門 科 目（必修）      計８単位 
    経 営 学 演 習 Ⅰ      ２単位 
    経 営 学 演 習 Ⅱ      ２ 
    経営学卒論研究Ⅰ      ２ 
    経営学卒論研究Ⅱ      ２ 
  専 門 科 目（選択必修）  計 24 単位以上 
    経 営 労 務      ２単位 
    フ ァ イ ナ ン ス      ２ 
    生 産 管 理      ２ 
    マ ー ケ テ ィ ン グ      ２ 
    経 営 組 織      ２ 
    経 営 戦 略      ２ 
    財 務 会 計      ２ 
    管 理 会 計      ２ 
    監 査      ２ 
    経 営 分 析      ２ 
    国 際 会 計      ２ 
    経 営 情 報      ２ 
    労 働 経 済      ２ 
    産 業 組 織      ２ 
    経 営 労 務 特 論      ２ 
    ファイナンス特論      ２ 
    生 産 管 理 特 論      ２ 
    マーケティング特論      ２ 
    経 営 組 織 特 論      ２ 
    経 営 戦 略 特 論      ２ 
    財 務 会 計 特 論      ２ 
    管 理 会 計 特 論      ２ 
    監 査 特 論      ２ 
    経 営 分 析 特 論      ２ 
    国 際 会 計 特 論      ２ 
    経 営 情 報 特 論      ２ 
 
関連専門科目（選択） 
  専門科目（選択必修）と関連専門科目（選択）を合わせて計 48 単位以上  
    経 済 数 学 Ａ      ２単位 
    経 済 数 学 Ｂ      ２ 
    統 計 解 析      ２ 
    経 済 発 展      ２ 
    情 報 処 理      ２ 
    日 本 経 済 論      ２ 
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    経 営 労 務      ２単位 
    生 産 管 理      ２ 
    マ ー ケ テ ィ ン グ      ２ 
    経 営 組 織      ２ 
    経 営 戦 略      ２ 
    財 務 会 計      ２ 
    管 理 会 計      ２ 
    監 査      ２ 
    経 営 分 析      ２ 
    国 際 会 計      ２ 
    経 営 情 報      ２ 
        法学・政治学の世界Ⅰ      ２ 
    法学・政治学の世界Ⅱ      ２ 
    特 殊 講 義 
    発 展 科 目 
 〔各学科共通の専門科目（必修），専門科目（選

択必修）及び関連専門科目（選択）の履修方法並び

に単位の取扱い〕 
１ 専門科目（必修）の卒論研究を履修するために

は，卒論研究に入る学年の始めの時点で，全学教

育科目の卒業必要単位 40 単位のうちから 28 単

位以上，専門系科目のうちから演習４単位を含め

て 56 単位以上，計 84 単位以上を修得していな

ければならない。 
２ 専門科目（選択必修）から 24 単位以上、専門

科目（選択必修）及び関連専門科目（選択）を合

計して 48 単位以上を修得しなければならない。 
３ 他の学部の専門科目及び関連専門科目を履修

し，修得した単位として認定されるものについて

は，12 単位を超えない範囲で経済学部の関連専

門科目の単位として算入することができる。なお，

他の大学において履修し，修得した単位について

も同様に取り扱うものとする。 
４ 特殊講義及び発展科目の授業科目及びその単

位数は，教授会の議を経て，学部長が定める。 
 
 
 
 
 
 
 
 

    経 済 政 策      ２単位 
    農 業 経 済      ２ 
    国 際 経 済      ２ 
    財 政      ２ 
    金 融      ２ 
    公 共 経 済      ２ 
    現 代 資 本 主 義      ２ 
    経 済 学 史      ２ 
    社 会 思 想 史      ２ 
    日 本 経 済 史      ２ 
    西 洋 経 済 史      ２ 
    職 業 指 導      ２ 
    特 殊 講 義 
    発 展 科 目 
  
〔各学科共通の専門科目（必修），専門科目（選択

必修）及び関連専門科目（選択）の履修方法並びに

単位の取扱い〕 
１ 専門科目（必修）の卒論研究を履修するために

は，卒論研究に入る学年の始めの時点で，全学教

育科目の卒業必要単位 40 単位のうちから 28 単

位以上，専門系科目のうちから演習４単位を含め

て 56 単位以上，計 84 単位以上を修得していな

ければならない。 
２ 専門科目（選択必修）から 24 単位以上、専門

科目（選択必修）及び関連専門科目（選択）を合

計して 48 単位以上を修得しなければならない。 
３ 他の学部の専門科目及び関連専門科目を履修

し，修得した単位として認定されるものについて

は，12 単位を超えない範囲で経済学部の関連専

門科目の単位として算入することができる。なお，

他大学において履修し，修得した単位についても

同様に取り扱うものとする。 
４ 特殊講義及び発展科目の授業科目及びその単

位数は，教授会の議を経て，学部長が定める。 
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    経 営 労 務      ２単位 
    生 産 管 理      ２ 
    マ ー ケ テ ィ ン グ      ２ 
    経 営 組 織      ２ 
    経 営 戦 略      ２ 
    財 務 会 計      ２ 
    管 理 会 計      ２ 
    監 査      ２ 
    経 営 分 析      ２ 
    国 際 会 計      ２ 
    経 営 情 報      ２ 
        法学・政治学の世界Ⅰ      ２ 
    法学・政治学の世界Ⅱ      ２ 
    特 殊 講 義 
    発 展 科 目 
 〔各学科共通の専門科目（必修），専門科目（選

択必修）及び関連専門科目（選択）の履修方法並び

に単位の取扱い〕 
１ 専門科目（必修）の卒論研究を履修するために

は，卒論研究に入る学年の始めの時点で，全学教

育科目の卒業必要単位 40 単位のうちから 28 単

位以上，専門系科目のうちから演習４単位を含め

て 56 単位以上，計 84 単位以上を修得していな

ければならない。 
２ 専門科目（選択必修）から 24 単位以上、専門

科目（選択必修）及び関連専門科目（選択）を合

計して 48 単位以上を修得しなければならない。 
３ 他の学部の専門科目及び関連専門科目を履修

し，修得した単位として認定されるものについて

は，12 単位を超えない範囲で経済学部の関連専

門科目の単位として算入することができる。なお，

他の大学において履修し，修得した単位について

も同様に取り扱うものとする。 
４ 特殊講義及び発展科目の授業科目及びその単

位数は，教授会の議を経て，学部長が定める。 
 
 
 
 
 
 
 
 

    経 済 政 策      ２単位 
    農 業 経 済      ２ 
    国 際 経 済      ２ 
    財 政      ２ 
    金 融      ２ 
    公 共 経 済      ２ 
    現 代 資 本 主 義      ２ 
    経 済 学 史      ２ 
    社 会 思 想 史      ２ 
    日 本 経 済 史      ２ 
    西 洋 経 済 史      ２ 
    職 業 指 導      ２ 
    特 殊 講 義 
    発 展 科 目 
  
〔各学科共通の専門科目（必修），専門科目（選択

必修）及び関連専門科目（選択）の履修方法並びに

単位の取扱い〕 
１ 専門科目（必修）の卒論研究を履修するために

は，卒論研究に入る学年の始めの時点で，全学教

育科目の卒業必要単位 40 単位のうちから 28 単

位以上，専門系科目のうちから演習４単位を含め

て 56 単位以上，計 84 単位以上を修得していな

ければならない。 
２ 専門科目（選択必修）から 24 単位以上、専門

科目（選択必修）及び関連専門科目（選択）を合

計して 48 単位以上を修得しなければならない。 
３ 他の学部の専門科目及び関連専門科目を履修

し，修得した単位として認定されるものについて

は，12 単位を超えない範囲で経済学部の関連専

門科目の単位として算入することができる。なお，

他大学において履修し，修得した単位についても

同様に取り扱うものとする。 
４ 特殊講義及び発展科目の授業科目及びその単

位数は，教授会の議を経て，学部長が定める。 
 

全学教育科目         総計 48 単位以上 

 全学基礎科目          合計 26 単位 
  基礎セミナー         小計４単位 
   基礎セミナーＡ         ２ 
   基礎セミナーＢ         ２ 
  言語文化           小計 18 単位 
   英語              ８ 
   英語以外の外国語        10 
  健康・スポーツ科学      小計４単位 
   講義              ２ 
   実習              ２ 
 文系基礎科目          合計８単位 
 文系教養科目          合計４単位 
 理系基礎科目，理系教養科目から 合計８単位 
 全学教養科目，開放科目から   合計２単位 
（外国人留学生の言語文化の履修要件） 
  言語文化           小計 18 単位 
   日本語             10 
   日本語以外の外国語       ８ 

経済学科 
専門系科目          総計 84 単位以上 

  専門基礎科目（選択必修）  計 28 単位以上 
    ミ ク ロ 経 済 学 Ⅰ      ２単位 
    ミ ク ロ 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    マ ク ロ 経 済 学 Ⅰ      ２ 
    マ ク ロ 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    計 量 経 済 Ⅰ      ２ 
    計 量 経 済 Ⅱ      ２ 
    政 治 経 済 学 Ⅰ      ２ 
    政 治 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    一 般 経 済 史 Ⅰ      ２ 
    一 般 経 済 史 Ⅱ      ２ 
    経 営 Ⅰ      ２ 
    経 営 Ⅱ      ２ 
    会 計 Ⅰ      ２ 
    会 計 Ⅱ      ２ 
    財 務 諸 表 Ⅰ      ２ 
    財 務 諸 表 Ⅱ      ２ 

全学教育科目         総計 48 単位以上 

 全学基礎科目          合計 26 単位 
  基礎セミナー         小計４単位 
   基礎セミナーＡ         ２ 
   基礎セミナーＢ         ２ 
  言語文化           小計 18 単位 
   英語              ８ 
   英語以外の外国語        10 
  健康・スポーツ科学      小計４単位 
   講義              ２ 
   実習              ２ 
 文系基礎科目          合計８単位 
 文系教養科目          合計４単位 
 理系基礎科目，理系教養科目から 合計８単位 
 全学教養科目，開放科目から   合計２単位 
（外国人留学生の言語文化の履修要件） 
  言語文化           小計 18 単位 
   日本語             10 
   日本語以外の外国語       ８ 

経営学科 
専門系科目          総計 84 単位以上 

  専門基礎科目（選択必修）  計 28 単位以上 
    ミ ク ロ 経 済 学 Ⅰ      ２単位 
    ミ ク ロ 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    マ ク ロ 経 済 学 Ⅰ      ２ 
    マ ク ロ 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    計 量 経 済 Ⅰ      ２ 
    計 量 経 済 Ⅱ      ２ 
    政 治 経 済 学 Ⅰ      ２ 
    政 治 経 済 学 Ⅱ      ２ 
    一 般 経 済 史 Ⅰ      ２ 
    一 般 経 済 史 Ⅱ      ２ 
    経 営 Ⅰ      ２ 
    経 営 Ⅱ      ２ 
    会 計 Ⅰ      ２ 
    会 計 Ⅱ      ２ 
    財 務 諸 表 Ⅰ      ２ 
    財 務 諸 表 Ⅱ      ２ 

 平成 27 年度～令和 3 年度入学者  
別表第１ （第４条関係）   学 科 共 通 の 授 業 科 目 及 び 単 位 数  

別表第２ （第４条及び第６条関係）   授 業 科 目 及 び 単 位 数  
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  専 門 科 目（必修）      計８単位 
    経 済 学 演 習 Ⅰ      ２単位 
    経 済 学 演 習 Ⅱ      ２ 
    経済学卒論研究Ⅰ      ２ 
    経済学卒論研究Ⅱ      ２ 
  専 門 科 目（選択必修）  計 24 単位以上 
    経 済 政 策      ２単位 
    農 業 経 済      ２ 
    労 働 経 済      ２ 
    産 業 組 織      ２ 
    国 際 経 済      ２ 
    財 政      ２ 
    金 融      ２ 
    公 共 経 済      ２ 
    現 代 資 本 主 義      ２ 
    経 済 学 史      ２ 
    社 会 思 想 史      ２ 
    日 本 経 済 史      ２ 
    西 洋 経 済 史      ２ 
    フ ァ イ ナ ン ス      ２ 
    経 済 政 策 特 論      ２ 
    農 業 経 済 特 論      ２ 
    労 働 経 済 特 論      ２ 
    産 業 組 織 特 論      ２ 
    国 際 経 済 特 論      ２ 
    財 政 特 論      ２ 
    金 融 特 論      ２ 
    公 共 経 済 特 論      ２ 
    現代資本主義特論      ２ 
    経 済 学 史 特 論      ２ 
    社 会 思 想 史 特 論      ２ 
    日 本 経 済 史 特 論      ２ 
    西 洋 経 済 史 特 論      ２ 
関連専門科目（選択） 
  専門科目（選択必修）と関連専門科目（選択）を合わせて計 48 単位以上  
    経 済 数 学 Ａ      ２単位 
    経 済 数 学 Ｂ      ２ 
    統 計 解 析      ２ 
    経 済 発 展      ２ 
    情 報 処 理      ２ 
    日 本 経 済 論      ２ 
    大学生のための職業論      ２ 
 

  専 門 科 目（必修）      計８単位 
    経 営 学 演 習 Ⅰ      ２単位 
    経 営 学 演 習 Ⅱ      ２ 
    経営学卒論研究Ⅰ      ２ 
    経営学卒論研究Ⅱ      ２ 
  専 門 科 目（選択必修）  計 24 単位以上 
    経 営 労 務      ２単位 
    フ ァ イ ナ ン ス      ２ 
    生 産 管 理      ２ 
    マ ー ケ テ ィ ン グ      ２ 
    経 営 組 織      ２ 
    経 営 戦 略      ２ 
    財 務 会 計      ２ 
    管 理 会 計      ２ 
    監 査      ２ 
    経 営 分 析      ２ 
    国 際 会 計      ２ 
    経 営 情 報      ２ 
    労 働 経 済      ２ 
    産 業 組 織      ２ 
    経 営 労 務 特 論      ２ 
    ファイナンス特論      ２ 
    生 産 管 理 特 論      ２ 
    マーケティング特論      ２ 
    経 営 組 織 特 論      ２ 
    経 営 戦 略 特 論      ２ 
    財 務 会 計 特 論      ２ 
    管 理 会 計 特 論      ２ 
    監 査 特 論      ２ 
    経 営 分 析 特 論      ２ 
    国 際 会 計 特 論      ２ 
    経 営 情 報 特 論      ２ 
 
関連専門科目（選択） 
  専門科目（選択必修）と関連専門科目（選択）を合わせて計 48 単位以上  
    経 済 数 学 Ａ      ２単位 
    経 済 数 学 Ｂ      ２ 
    統 計 解 析      ２ 
    経 済 発 展      ２ 
    情 報 処 理      ２ 
    日 本 経 済 論      ２ 
    大学生のための職業論      ２ 
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  専 門 科 目（必修）      計８単位 
    経 済 学 演 習 Ⅰ      ２単位 
    経 済 学 演 習 Ⅱ      ２ 
    経済学卒論研究Ⅰ      ２ 
    経済学卒論研究Ⅱ      ２ 
  専 門 科 目（選択必修）  計 24 単位以上 
    経 済 政 策      ２単位 
    農 業 経 済      ２ 
    労 働 経 済      ２ 
    産 業 組 織      ２ 
    国 際 経 済      ２ 
    財 政      ２ 
    金 融      ２ 
    公 共 経 済      ２ 
    現 代 資 本 主 義      ２ 
    経 済 学 史      ２ 
    社 会 思 想 史      ２ 
    日 本 経 済 史      ２ 
    西 洋 経 済 史      ２ 
    フ ァ イ ナ ン ス      ２ 
    経 済 政 策 特 論      ２ 
    農 業 経 済 特 論      ２ 
    労 働 経 済 特 論      ２ 
    産 業 組 織 特 論      ２ 
    国 際 経 済 特 論      ２ 
    財 政 特 論      ２ 
    金 融 特 論      ２ 
    公 共 経 済 特 論      ２ 
    現代資本主義特論      ２ 
    経 済 学 史 特 論      ２ 
    社 会 思 想 史 特 論      ２ 
    日 本 経 済 史 特 論      ２ 
    西 洋 経 済 史 特 論      ２ 
関連専門科目（選択） 
  専門科目（選択必修）と関連専門科目（選択）を合わせて計 48 単位以上  
    経 済 数 学 Ａ      ２単位 
    経 済 数 学 Ｂ      ２ 
    統 計 解 析      ２ 
    経 済 発 展      ２ 
    情 報 処 理      ２ 
    日 本 経 済 論      ２ 
    大学生のための職業論      ２ 
 

  専 門 科 目（必修）      計８単位 
    経 営 学 演 習 Ⅰ      ２単位 
    経 営 学 演 習 Ⅱ      ２ 
    経営学卒論研究Ⅰ      ２ 
    経営学卒論研究Ⅱ      ２ 
  専 門 科 目（選択必修）  計 24 単位以上 
    経 営 労 務      ２単位 
    フ ァ イ ナ ン ス      ２ 
    生 産 管 理      ２ 
    マ ー ケ テ ィ ン グ      ２ 
    経 営 組 織      ２ 
    経 営 戦 略      ２ 
    財 務 会 計      ２ 
    管 理 会 計      ２ 
    監 査      ２ 
    経 営 分 析      ２ 
    国 際 会 計      ２ 
    経 営 情 報      ２ 
    労 働 経 済      ２ 
    産 業 組 織      ２ 
    経 営 労 務 特 論      ２ 
    ファイナンス特論      ２ 
    生 産 管 理 特 論      ２ 
    マーケティング特論      ２ 
    経 営 組 織 特 論      ２ 
    経 営 戦 略 特 論      ２ 
    財 務 会 計 特 論      ２ 
    管 理 会 計 特 論      ２ 
    監 査 特 論      ２ 
    経 営 分 析 特 論      ２ 
    国 際 会 計 特 論      ２ 
    経 営 情 報 特 論      ２ 
 
関連専門科目（選択） 
  専門科目（選択必修）と関連専門科目（選択）を合わせて計 48 単位以上  
    経 済 数 学 Ａ      ２単位 
    経 済 数 学 Ｂ      ２ 
    統 計 解 析      ２ 
    経 済 発 展      ２ 
    情 報 処 理      ２ 
    日 本 経 済 論      ２ 
    大学生のための職業論      ２ 

    経 営 労 務      ２単位 
    生 産 管 理      ２ 
    マ ー ケ テ ィ ン グ      ２ 
    経 営 組 織      ２ 
    経 営 戦 略      ２ 
    財 務 会 計      ２ 
    管 理 会 計      ２ 
    監 査      ２ 
    経 営 分 析      ２ 
    国 際 会 計      ２ 
    経 営 情 報      ２ 
        現 代 日 本 の 司 法      ２ 
    現代日本の外交・国際関係      ２ 
    特 殊 講 義 
    発 展 科 目 
 〔各学科共通の専門科目（必修），専門科目（選

択必修）及び関連専門科目（選択）の履修方法並び

に単位の取扱い〕 
１ 専門科目（必修）の卒論研究を履修するために

は，卒論研究に入る学年の始めの時点で，全学教

育科目の卒業必要単位 48 単位のうちから 32 単

位以上，専門系科目のうちから演習４単位を含め

て 56 単位以上，計 88 単位以上を修得していな

ければならない。 
２ 専門科目（選択必修）から 24 単位以上、専門

科目（選択必修）及び関連専門科目（選択）を合

計して 48 単位以上を修得しなければならない。 
３ 他の学部の専門科目及び関連専門科目を履修

し，修得した単位として認定されるものについて

は，12 単位を超えない範囲で経済学部の関連専

門科目の単位として算入することができる。なお，

他の大学において履修し，修得した単位について

も同様に取り扱うものとする。 
４ 特殊講義及び発展科目の授業科目及びその単

位数は，教授会の議を経て，学部長が定める。 
 
 
 
 
 
 
 
 

    経 済 政 策      ２単位 
    農 業 経 済      ２ 
    国 際 経 済      ２ 
    財 政      ２ 
    金 融      ２ 
    公 共 経 済      ２ 
    現 代 資 本 主 義      ２ 
    経 済 学 史      ２ 
    社 会 思 想 史      ２ 
    日 本 経 済 史      ２ 
    西 洋 経 済 史      ２ 
    職 業 指 導      ２ 
    特 殊 講 義 
    発 展 科 目 
  
〔各学科共通の専門科目（必修），専門科目（選択

必修）及び関連専門科目（選択）の履修方法並びに

単位の取扱い〕 
１ 専門科目（必修）の卒論研究を履修するために

は，卒論研究に入る学年の始めの時点で，全学教

育科目の卒業必要単位 48 単位のうちから 32 単

位以上，専門系科目のうちから演習４単位を含め

て 56 単位以上，計 88 単位以上を修得していな

ければならない。 
２ 専門科目（選択必修）から 24 単位以上、専門

科目（選択必修）及び関連専門科目（選択）を合

計して 48 単位以上を修得しなければならない。 
３ 他の学部の専門科目及び関連専門科目を履修

し，修得した単位として認定されるものについて

は，12 単位を超えない範囲で経済学部の関連専

門科目の単位として算入することができる。なお，

他大学において履修し，修得した単位についても

同様に取り扱うものとする。 
４ 特殊講義及び発展科目の授業科目及びその単

位数は，教授会の議を経て，学部長が定める。 
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科目区分と履修単位 
 
全学教育科目  共通基礎科目 
 
 
 計 41 単位    「大学での学び」基礎論 １単位 

 

                     基礎セミナー        ２単位 

 
 
          言語文化科目 19 単位 
 
          健康・スポーツ科学 ４単位 
 
          データ科学科目 ２単位 
 
          アントレプレナーシップ科目 １単位 
 

教養科目 ４単位 
 
        分野別基礎科目       ８単位 
  
         
 
       
専門系科目   専門基礎科目（選択必修） 28 単位 
 
 計 84 単位  専門科目（必修） 
 
         演習Ⅰ，演習Ⅱ ４単位 
 
         卒論研究Ⅰ，卒論研究Ⅱ ４単位 
 
        専門科目（選択必修）24単位～ 
 48 単位 
        関連専門科目（選択）  以上 
 
 

１年 ２年 ３年 ４年 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ 
 
 

       

履 修 単 位 と 履 修 パ タ ー ン  
（令和 7 年度以降入学者用）
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科目区分と履修単位 
 
全学教育科目  共通基礎科目 
 
 
 計 40 単位    「大学での学び」基礎論 １単位 

 

                     基礎セミナー        ２単位 

 
 
          言語文化科目 19 単位 
 
          健康・スポーツ科学 ４単位 
 
          データ科学科目 ２単位 
 
        教養科目 ４単位 
 
        分野別基礎科目       ８単位 
  
         
 
       
 
 
 
専門系科目   専門基礎科目（選択必修） 28 単位 
 
 計 84 単位  専門科目（必修） 
 
         演習Ⅰ，演習Ⅱ ４単位 
 
         卒論研究Ⅰ，卒論研究Ⅱ ４単位 
 
        専門科目（選択必修）24単位～ 
 48 単位 
        関連専門科目（選択）  以上 
 
 

１年 ２年 ３年 ４年 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ 
 
 

       

履 修 単 位 と 履 修 パ タ ー ン  
（令和 4 年度～令和 6 年度入学者用）
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科目区分と履修単位 
 
全学教育科目  全学基礎科目 
 
 
 計 48 単位    基礎セミナーＡ・Ｂ ４単位 
 
          言語文化 18 単位 
 
          健康・スポーツ科学 ４単位 
 
        文系基礎科目 ８単位 
 
        文系教養科目 ４単位 
 
        理系基礎科目 
 ８単位 
        理系教養科目 
 
        全学教養科目  
 ２単位 
        開放科目 
 
 
 
専門系科目   専門基礎科目（選択必修） 28 単位 
 
 計 84 単位  専門科目（必修） 
 
         演習Ⅰ，演習Ⅱ ４単位 
 
         卒論研究Ⅰ，卒論研究Ⅱ ４単位 
 
        専門科目（選択必修）24単位～ 
 48 単位 
        関連専門科目（選択）  以上 
 
 

１年 ２年 ３年 ４年 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ 
 
 

       

履 修 単 位 と 履 修 パ タ ー ン  
（平成 19 年度～令和 3 年度入学者用）
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経済学部のモデルコース              （平成 19 年度以降入学者用） 
モデルコースとは、学生の皆さんが本学部で体系的な知識を修得するための典型的な履修例です。

履修計画を作成するにあたって、参考にしてください。モデルコースはあくまで１つの履修例ですの

で、皆さんの希望に合わせて、モデルコースを自由に変更して自分に適した履修計画を作成してくだ

さい。 

 

＜経済学科＞ 

○経済ジェネラリストコース 

経済モデルの構築とデータ解析をもとにした基礎的な理論・実証研究を通じて、官公庁・民間企

業・非営利団体など、広く社会で通用する思考能力を養います。 

○理論・政策スペシャリストコース 

経済モデルの構築とデータ解析をもとにした最先端の理論・実証研究を通じて高度な分析手法を

修得し、経済分析の専門家として活躍できるよう、理論にもとづいた政策分析を行うスキルと能力

を養います。 

○社会経済分析コース 

市場や企業の個別の動向を追うだけでなく、世界や日本の経済の歴史を踏まえ、社会全体の構造

を掴む立場から経済を学ぶコースです。実業界・官界・学界など社会のあらゆる分野において指導

的立場で活躍する人材の育成を目指しています。 

 

＜経営学科＞ 

○経営ジェネラリストコース 

経営に関して、広く基本的な知識を身につけたい人に適しています。経済社会において、オール

マイティなビジネスマンとして活躍できる人材の育成を目指します。 

○経営スペシャリストコース 

経営の中でも、特にマネジメントの分野についてより深い知識を身につけたい人に適しています。

起業家等、経営スペシャリストとして活躍できる人材の育成を目指します。 

○会計スペシャリストコース 

経営の中でも、特に会計分野についてより深い知識を身につけたい人に適しています。職業会計

人として活躍できる人材の育成をめざします。 
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経済学科
専門基礎科目（選択必修） 計28単位以上 配当年次 経済ｼﾞｪﾈﾗﾘｽﾄｺｰｽ 理論・政策ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄｺｰｽ 社会経済分析コース

ミクロ経済学Ⅰ 2単位 1 ○ ○ ○

ミクロ経済学Ⅱ 2単位 2 ○ ○ ○

マクロ経済学Ⅰ 2単位 1 ○ ○ ○

マクロ経済学Ⅱ 2単位 2 ○ ○ ○

計量経済Ⅰ 2単位 1 ○ ○ ○

計量経済Ⅱ 2単位 2 ○ ○ ○

政治経済学Ⅰ 2単位 1 ○ ○ ○

政治経済学Ⅱ 2単位 2 ○ ○ ○

一般経済史Ⅰ 2単位 1 ○ ○ ○

一般経済史Ⅱ 2単位 2 ○ ○ ○

経営Ⅰ 2単位 1 ○ ○ ○

経営Ⅱ 2単位 2 ○ ○ ○

会計Ⅰ 2単位 1 ○ ○ ○

会計Ⅱ 2単位 1 ○ ○ ○

財務諸表Ⅰ 2単位 1 ○ ○

財務諸表Ⅱ 2単位 2 ○ ○

専門科目（必修） 計8単位以上

経済学演習Ⅰ 2単位 3 ○ ○ ○

経済学演習Ⅱ 2単位 3 ○ ○ ○

経済学卒論研究Ⅰ 2単位 4 ○ ○ ○

経済学卒論研究Ⅱ 2単位 4 ○ ○ ○

専門科目（選択必修） 計24単位以上

経済政策 2単位 3 ○ ○ ○

農業経済 2単位 3 ○ ○ ○

労働経済 2単位 3 ○ ○ ○

産業組織 2単位 3 ○ ○ ○

国際経済 2単位 2 ○ ○ ○

財政 2単位 2 ○ ○ ○

金融 2単位 2 ○ ○ ○

公共経済 2単位 3 ○ ○ ○

現代資本主義 2単位 3 ○ ○

経済学史 2単位 2 ○ ○

社会思想史 2単位 3 ○ ○

日本経済史 2単位 3 ○ ○

西洋経済史 2単位 3 ○ ○

ファイナンス 2単位 3 ○ ○

経済政策特論 2単位 3 ○

農業経済特論 2単位 3 ○

労働経済特論 2単位 3 ○

産業組織特論 2単位 3 ○

国際経済特論 2単位 3 ○

財政特論 2単位 3 ○

金融特論 2単位 3 ○

公共経済特論 2単位 3 ○

現代資本主義特論 2単位 3 ○

経済学史特論 2単位 3 ○

社会思想史特論 2単位 3 ○

日本経済史特論 2単位 3 ○

西洋経済史特論 2単位 3 ○

専門科目（選択必修）と関連専門科目（選択）を合わせて48単位以上

経済数学Ａ 2単位 1 ○ ○ ○

経済数学Ｂ 2単位 1 ○ ○ ○

統計解析 2単位 1 ○ ○ ○

経済発展 2単位 3 ○ ○ ○

経済地誌・地理 2単位 3 ○

情報処理 2単位 3 ○ ○

日本経済論 2単位 3 ○ ○

経営労務 2単位 2

生産管理 2単位 3

マーケティング 2単位 2 ○

経営組織 2単位 3

経営戦略 2単位 3

財務会計 2単位 2

管理会計 2単位 2

監査 2単位 3

経営分析 2単位 3

国際会計 2単位 3

経営情報 2単位 3

法学・政治学の世界Ⅰ　※1 2単位 1

法学・政治学の世界Ⅱ　※1 2単位 1

特殊講義 2単位 3

発展科目 2単位 3

※1　令和4年度以降入学者のみ適用
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経営学科
専門基礎科目（選択必修） 計28単位以上 配当年次 経営ｼﾞｪﾈﾗﾘｽﾄｺｰｽ 経営管理ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄｺｰｽ 会計ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄｺｰｽ

ミクロ経済学Ⅰ 2単位 1 ○ ○ ○

ミクロ経済学Ⅱ 2単位 2 ○ ○ ○

マクロ経済学Ⅰ 2単位 1 ○ ○ ○

マクロ経済学Ⅱ 2単位 2 ○ ○ ○

計量経済Ⅰ 2単位 1 ○ ○ ○

計量経済Ⅱ 2単位 2 ○ ○ ○

政治経済学Ⅰ 2単位 1

政治経済学Ⅱ 2単位 2

一般経済史Ⅰ 2単位 1 ○ ○ ○

一般経済史Ⅱ 2単位 2 ○ ○ ○

経営Ⅰ 2単位 1 ○ ○ ○

経営Ⅱ 2単位 2 ○ ○ ○

会計Ⅰ 2単位 1 ○ ○ ○

会計Ⅱ 2単位 1 ○ ○ ○

財務諸表Ⅰ 2単位 1 ○ ○ ○

財務諸表Ⅱ 2単位 2 ○ ○ ○

専門科目（必修） 計8単位以上

経営学演習Ⅰ 2単位 3 ○ ○ ○

経営学演習Ⅱ 2単位 3 ○ ○ ○

経営学卒論研究Ⅰ 2単位 4 ○ ○ ○

経営学卒論研究Ⅱ 2単位 4 ○ ○ ○

専門科目（選択必修） 計24単位以上

経営労務 2単位 2 ○ ○ ○

ファイナンス 2単位 3 ○ ○ ○

生産管理 2単位 3 ○ ○ ○

マーケティング 2単位 2 ○ ○ ○

経営組織 2単位 3 ○ ○ ○

経営戦略 2単位 3 ○ ○ ○

財務会計 2単位 2 ○ ○ ○

管理会計 2単位 2 ○ ○ ○

監査 2単位 3 ○ ○ ○

経営分析 2単位 3 ○ ○ ○

国際会計 2単位 3 ○ ○ ○

経営情報 2単位 3 ○ ○ ○

労働経済 2単位 3

産業組織 2単位 3

経営労務特論 2単位 3 ○

ファイナンス特論 2単位 3 ○ ○

生産管理特論 2単位 3 ○

マーケティング特論 2単位 3 ○

経営組織特論 2単位 3 ○

経営戦略特論 2単位 3 ○

財務会計特論 2単位 3 ○

管理会計特論 2単位 3 ○

監査特論 2単位 3 ○

経営分析特論 2単位 3 ○

国際会計特論 2単位 3 ○

経営情報特論 2単位 3 ○ ○

専門科目（選択必修）と関連専門科目（選択）を合わせて48単位以上

経済数学Ａ 2単位 1 ○ ○ ○

経済数学Ｂ 2単位 1 ○ ○ ○

統計解析 2単位 1 ○ ○ ○

経済発展 2単位 3 ○

情報処理 2単位 3 ○ ○ ○

日本経済論 2単位 3 ○

経済政策 2単位 3 ○

農業経済 2単位 3

国際経済 2単位 2

財政 2単位 2

金融 2単位 2 ○ ○

公共経済 2単位 3

現代資本主義 2単位 3

経済学史 2単位 2

社会思想史 2単位 3

日本経済史 2単位 3 ○

西洋経済史 2単位 3 ○

職業指導　※1 2単位 1～4

特殊講義 2単位 3

発展科目 2単位 3

※1　平成27年度～令和5年度入学者のみ適
用
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 注意事項  ◇転学部生については，次のとおり取り扱う。 
１．第３年次転学部生が「卒論研究」を履修するためには，卒業に必要な単位を以下のように修

得していることを必要とする。 
・全学教育科目 32 単位以上 
・専門系科目  演習４単位を含めて 42 単位以上 

２．第２年次転学部生が「卒論研究」を履修するためには，卒業に必要な単位を以下のように修

得していることを必要とする。 
・全学教育科目 32 単位以上 
・専門系科目  演習４単位を含めて 56 単位以上 

◇第３年次編入学生については，次のとおり取り扱う。 
       Ⅰ．履修科目・単位と既修得単位の認定について 
        １．全学教育科目は，既修得単位を以てすべて包括認定とする。 
        ２．卒業のために修得すべき科目・単位は下表の通りとする。 
 

科 目 区 分 単 位 
 
専門系科目 

  専門基礎科目 
  演習Ⅰ,演習Ⅱ 
  卒論研究Ⅰ,卒論研究Ⅱ 
  専門科目（選択必修） 
  関連専門科目（選択） 

 
 

28 単位 
     4 単位 
     4 単位 
24 単位～ 
       48 単位以上 

合      計 84 単位 
 
       Ⅱ．第３年次編入学生に関する履修上の注意 
        「卒論研究」を履修するためには，卒業に必要な単位を「演習」を含めて 42 単位以上修得し

ていることを必要とする。 
       Ⅲ．その他 
        １．修業年限２年 
        ２．在学年限４年 
        ３．休学期間は通算して２年を超えることができない。 
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履 修 上 の 注 意 
 
 
１．履修申請について 
 履修申請しようとする授業（集中講義も含む）は，別途配布済の「履修手続に関する注意事項」等を参照の上，

所定の期間に申請すること。 
卒論研究Ⅱを履修するためには卒論研究Ⅰの単位を履修していなければならない。他の専門系科目の中で，科

目名の末尾に「Ⅰ」または「Ⅱ」が付いているものについては，「Ⅱ」の科目を履修するためには，対応する「Ⅰ」

の科目の単位を修得することが望ましい。専門科目の「特論」を履修するためには，事前に担当教員の承諾を得

なければならない。 
 
２．他学部の履修申請について 
 学部によっては事前に担当教員の許可を必要とする。 
 
３．成績評価基準について（詳細は，2026 年度名古屋大学学生便覧を参照すること。） 
※2019 年度以前入学生は，成績評価基準が異なるため，入学年度のハンドブックを参照すること。 
 

 成績評価は，授業科目によって６段階評価（A+，A，B，C，C-，F）又は２段階評価（P，NP）のいずれかが

用いられる。評価記号に対応する評価基準は次のとおり。不合格の場合は単位を修得できない。 
 

 
評価 

記号等 
合否等 評価基準等 

6 段階

評価 

 A+ 

合格 

際立って優れている。主題を全て理解し，広範な知識を持ち，概念や方法を巧み

に使いこなして高度な課題を遂行できる。 

A 
優れている。主題のほとんどを理解し，必要な知識を持ち，概念や方法を適切に

使って課題を遂行できる。 

B 良好である。主題を十分理解し，問題・題材を扱うことができる。 

C 
良好な面もあるが不足も目につく。主題の基本的な部分を理解し，比較的簡単な

問題を扱うことができて，より高度な学修に進める状態になっている。 

 C- 
最低限の基準に達している。主題を最低限理解し，簡単な問題を扱うことはでき

るが，より高度な学修へと進むには更に努力が必要である。 

F 不合格 最低基準を満たしていない。 

2 段階

評価 

P 合格 合格（合否等により成績評価を行う授業科目） 

NP 不合格 不合格（合否等により成績評価を行う授業科目） 

その他 

T  合格 認定（入学前や他大学等で修得した単位） 

W --- 

学生から履修継続の意思がないことが申し立てられたため又は様々な合理的理由

（課題が提出されない，試験を受験しない等）から学生に履修継続の意思がない

と教員が判断したため，成績評価を行わないことを示す。 
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４．GPA と履修取り下げ制度 
(1) 2011 年度入学生から，各講義の成績を点数に変換し，単位数によるウエイトを付けて平均点を算出して

いる。これを GPA という。（2020 年度春学期より A+＝4.3 点，A＝４点，B＝３点，C＝２点，C-＝１点，

F＝０点と換算し，2011 年度以降入学のすべての学生の取得単位（既取得単位も含む）に適用する。） 
(2) 不合格（F）になると，GPA の点数は下がるため，いったん履修したものの何らかの事情で履修を中途で

中止したい科目について，履修取り下げ制度がある。 
(3) シラバスに「履修取り下げ制度を採用（適用）する」と掲載されている場合、履修取り下げ願を文系教務

課経済窓口（以降「経済窓口」という）で受け取り、担当教員に届け出て、許可を得なければならない。履

修取り下げができる時期は，原則として，春学期は５月末，秋学期は 11 月末である。ただし，各科目の担

当教員の判断で別の時期を定めることがあるため、必ず担当教員に確認すること。この取り下げの手続きを

しないまま，定期試験を欠席した場合や，指定したレポートを提出しない場合などには，「Ｗ」ではなく，「Ｆ」

の成績が与えられることになる。 
(4) シラバスに「履修取り下げ制度は採用（適用）しない」と掲載されている場合は，上記(3)の規定にかかわ

らず，期末の試験を受験しない場合，あるいは，指定したレポートを提出しない場合などに，「Ｗ」とし，「Ｆ」

とはしないという取り扱いが行われる。ただし、講義開始後に制度の変更が行われる場合があるため、講義

中の教員の指示に従うこと。 
(5) 科目により特別な取り扱いが行われる場合もあるため，不明確な場合は，担当教員に尋ねるなどして，計

画的な履修をすること。 
(6) 他の大学等で履修し，本学で単位認定をした授業科目は GPA には算入しない。 
(7) 随意科目等の卒業要件にかかわらない授業科目については，６段階により成績評価がなされるが，GPA

には算入しない。 
(8) F の評価を受けた授業科目を再度履修して，その成績評価が A+，A，B，C，C- 又は F であった場合，

再履修前の F 評価は累積 GPA には算入しない。 
 
５．履修登録単位数の上限設定（キャップ制）について 
履修登録単位数には，各学期において上限が定められている。具体的には，各学期において第 1 年次にあって

は 32 単位，第 2 年次以降にあっては 28 単位を上限とする。なお，この単位数には卒業単位として認められる科

目が対象となっている。 
 
６．成績評価について 
 成績は，各学期末の所定の日に，Web にて通知されるので，必ず各自で確認すること。 
 成績評価に関して，疑義が生じた場合は，授業担当教員へ問い合わせることができる。成績が発表された日か

ら３日以内に，担当窓口（経済学部専門系科目については経済窓口，全学教育科目については教養教育院事務室）

へ「成績評価照会票」を提出すること。様式は名古屋大学ポータルからダウンロードできる。また，経済窓口で

も交付する。 
 なお，成績評価が記載されていない科目についても，直接担当窓口へ問い合わせること。 
 
７．学科の決定について 
 ２年次秋学期から経済学科または経営学科に所属することになる。学科の所属は原則として，学生の希望に基

づくが，希望者数が学科定員と一致しない場合，１年次秋学期までの累積 GPA に基づき，学科の所属が決定さ

れる。   
2026 年４月入学者の所属学科申込期間：2027 年５月下旬（詳細な時期は後日 TACT にて周知予定） 

 
８．ゼミナールについて 
 ゼミナールは，指導教員の指導のもとに実施される経済学演習・経営学演習及び卒論研究のことをいう。 

(1) ゼミナールの所属は，２年次の 12 月中に別に定める要領により決定する。 
(2) ゼミナールの所属は原則として所属学科のゼミナールに所属することとするが，他学科のゼミナールに所

属することもできる。 
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(3) 他学科のゼミナールに所属した場合の演習の単位は，所属学科の演習の単位（経済学科の学生は，経済学

演習，経営学科の学生は，経営学演習）を修得したものとして取り扱う。 
(4) ゼミナールの所属変更は，学年度の途中には認められない。 
(5) ゼミナールの継続を希望する学生は，特に手続きを必要としない。その場合，自動的に同じゼミナールに

所属することになる。 
(6) 次年度からゼミナールの所属変更を希望する学生は，「ゼミナール変更願」に新・旧指導教員の認印を得

て，所定の期間内に提出すること。ただし，定員を満たしているゼミナールへの変更はできない。 
 
 

９．外国の大学へ留学した場合の単位及び卒業時期等の取り扱いについて 
 (1) 本学部の「演習Ⅰ」，「演習Ⅱ」，「卒論研究Ⅰ」，「卒論研究Ⅱ」の単位の認定について 

 ３年次終了時点において，卒論研究履修要件から「演習Ⅰ」，「演習Ⅱ」を除いた科目の単位が修得できて

いる場合に限り，４年次において「演習Ⅰ」と「卒論研究Ⅰ」，「演習Ⅱ」と「卒論研究Ⅱ」，「卒論研究Ⅰ」

と「卒論研究Ⅱ」をそれぞれ同時履修することを認める。 
留学予定が確定している者についても，審査の上，同様の取り扱いとすることができる。 

 (2) 本学部の講義の単位認定について 
 留学をするために，受講したにもかかわらずその期の定期試験を受けられない科目が生じたときは，受験

に必要な期間以上受講した場合に限り，担当教員に留学出発前の試験実施を申請すれば，個別の特別試験（レ

ポートを含む）が認められることもある。 
 (3) 留学先で修得した単位の認定について 

 留学先で修得した単位の認定を希望する場合は，関係書類（教務から指示がある）を添えて，留学終了後

１か月以内に申請すること。 
 (4) 留学によって３月卒業がかなわない場合に限り，７月の所定の期日に卒業論文の提出を認める。併せて，

春学期中に卒業資格を得た学生は，９月で卒業することができる。 
 なお，ここでいう「留学」とは，協定校（学部間・大学間）への留学（私費留学を含む）のみを指し，そ

の他の大学等への留学については「休学」扱いとなるので，（1）（2）（3）（4）は適用されない。 
 
１０．休学を事由として「演習 I」, 「演習 II」，「卒論研究 I」，「卒論研究 II」の履修時期を

変更する場合の卒業時期の取り扱いについて 

休学によって３月卒業がかなわない場合において，各科目の履修要件を満たし，事前に指導教員が承認す

る場合に限り，「演習 I」，「卒論研究 I」を秋学期に，「演習 II」，「卒論研究 II」を春学期に履修すること

を認める場合がある。また，この場合において，７月の所定の期日に卒業論文の提出を認め，併せて，春学

期中に卒業資格を得た学生は，９月で卒業することができる。 

ただし，４年次において「演習Ⅰ」・「演習Ⅱ」・「卒論研究Ⅰ」・「卒論研究Ⅱ」をそれぞれ同時履修するこ

とは認めない。 

なお，WEB による履修登録は出来ないので，事前に指導教員及び教務に相談すること。 

 
１１．自然災害等に伴う授業及び定期試験の取扱い 

 台風等又は地震による災害が発生した場合，若しくは発生の恐れがあり警報又は注意情報が発令された

場合の経済学部の授業及び定期試験（以下、「授業等」という。ここでいう授業等は、学生・教員の双方も

しくはいずれかが大学に登校して実施する授業・試験を指す。）の対応は次のとおりとする。 
 
１．台風に伴い，名古屋市に暴風警報あるいは各種特別警報が発令された場合 
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 台風等の影響により名古屋市に暴風警報あるいは各種特別警報が発令された場合、これらの警報発表後に

開始される授業等は休講とする。 
 ただし，これらの警報が解除された場合の授業等の実施については，別表のとおりとする。 

 
 〔注意事項〕  
  １）暴風警報が発令された際，既に大学に登校している場合は，危険な状況になる前に帰宅すること。 
  ２）登校途中に暴風警報が発令された場合は，登校せず，帰宅すること。 
  ３） 授業等の最中に暴風警報が発令された場合は，当該授業終了後，経路の安全を確認し，帰宅すること。 
 
２．地震・火災が発生した場合 

 授業等の最中に地震等が発生した時は，地震等の規模や周りの状況を冷静に判断し，まず身の安全を図る

こと。 
その後，授業等を速やかに中断し，授業担当教員の指示に従って，指定された避難場所へ避難すること。

避難後は，大学（経済学部）の指示に従うこと。 
 
３．南海トラフ地震臨時情報が発表された場合 

  2019 年 5 月 31 日から「南海トラフ地震臨時情報」が発表されることになりました。この情報が発表され

た場合の対応は，国や地方自治体でも検討中ですが，授業の実施や帰宅などについては大学の指示に従って

行動し，あわせて各自で情報収集に努めて安全を確保してください。なお，対応方針については今後追加・

変更される可能性がありますので，注意してください。 

 

４．その他，災害が発生した場合，もしくは発生の恐れがある場合 

 上記以外の場合において，授業等を実施することが困難であると判断されるときは，経済学部長が休講措

置等の情報をホームページ及び掲示等により通知する。 
 
５．ICT を使った遠隔授業で実施する授業等について 

   暴風警報が発令された場合においても、原則実施する。授業等を実施しない場合は、TACT 等を通じて授

業担当教員から知らせる。 
 
６．代替措置 

 上記により中止となった場合の授業等の代替措置実施期日は，掲示等により通知する。 
 

 
  別表〔暴風警報の解除後の授業の実施〕 

 
 

  
警報解除時刻 授業等開始時刻 

6:45 まで 
以後 11:00 まで 

第１限 
第３限 
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学 期 末 試 験 受 験 上 の 注 意  
 
Ⅰ．学期末試験に関する事項は，学部規程に定めるもののほか，次のように定める。 
  ただし，全学教育科目については適用しない。 
 
定期試験 
 １ 試験は，その期に講義が実施された授業科目について実施する。 
 ２ 試験は，最も近い期に実施された講義内容について実施する。 
 ３ 試験は当該学期に履修した授業科目についてのみ受験することができる。 
 ４ 春学期末試験により卒業資格を得た学生は９月で卒業することができる。 
   但し，９月の所定の期日（掲示により周知）までに申し出ること。 
 ５  身体的、精神的な理由により、定期試験時に特別な措置を必要とする者は、定期試験開始の 2 か月前まで

に医師の診断書を持参し文系教務課（経済）へ申し出ること。 
 
追 試 験 
 １ 病気，その他やむを得ない事由により当該学期に履修した科目の試験を受けることができなかったときは，

追試験を受験できる。 
 ２ 追試験を受けようとする学生は，定期試験の翌日から１週間以内に医師の診断書またはその事由を詳記し

た書類を付して，所定の用紙で学部長に願い出なければならない。 
 ３ 追試験の時期は原則として春学期は８月下旬，秋学期は２月下旬とする。 
 
不正行為 
 １ 試験の際，不正行為があった場合には，当該学期の取得可能単位を全学教育科目を含め全て認めない。 
 
Ⅱ．受験者心得 
 (1) 試験開始後 10 分以上遅刻した者は，試験場に入ることができない。 
 (2) 受験者は，試験開始後 30 分以上経過しなければ退場することができない。 
*  答案用紙の提出が可能となるのは試験開始 30 分後とし，それ以前に提出されたものは原則，採点

の対象外となる。 

 (3) 一旦試験場に入った者は，問題の解答をしなくても答案用紙に学年・学生番号・氏名を記入のうえ提出し

なければならない（理由のいかんを問わず，答案用紙の持帰りは厳禁する）。 
 (4) 学生証を必ず持参し，机上に置かなければならない。 
 (5) 席は指定された席に着席しなければならない。 
 (6) 筆記用具および時計（ただし，時計機能のみのもの）以外のものは，必ず鞄に入れて机の下に置かなけれ

ばならない。 
 (7) 書き損じた用紙を切り離すことは禁止する（その箇所を×引すること）。 
 (8) 下書きを要するときは用紙の裏面を利用しなければならない。 
 (9) 答案用紙は指定の場所へ提出しなければならない。 
 (10) 受験中は静粛を旨とし，みだりに発言してはならない。 
 (11) 不都合な行為があった者は，監督者が退室を命ずることがある。 
 (12) 受験中は携帯電話等の電源は切っておくこと。 
 (13) 自然災害等に伴う定期試験の取扱いについては，「履修上の注意１１」を参照のこと。 
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卒業論文作成上の注意 
 
１．卒業論文の提出について 
 卒業論文は，次の要領により作成し， 2027 年 1 月 6 日（水）～8 日（金）JST 16 時（TACT による）までに

必ず本人が TACT 上の決められた場所に保存すること。（経済学部ホームページにて周知予定。）提出期限後はい

かなる理由があっても受理はしない。また，提出後の卒業論文の訂正，差し替えはできない。 
 なお，事故，急病等不測の事態が生じた場合には，直ちに教務へ連絡すること。 

※ 前掲の「履修上の注意 ９．外国の大学へ留学した場合の単位及び卒業時期等の取り扱いについて(4)」
により７月に卒業論文を提出する場合の提出期間は， 2026 年 6 月 26 日（金）～6 月 30 日（火）JST 16
時までとする。 

 
２．卒業論文作成要領 
 (1) パソコンを使用し、Ａ４サイズで作成すること。 
 (2) 論文は， PDF ファイル形式とし、ファイル名を「2026 年度卒論_学生番号_名前」 で保存すること。 
 (3) 表紙に，下の図に示すような書式で論文題目，学部学科名，指導教員名，氏名を記入すること。 
 (4) 枚数は指定しない。（指導教員からの枚数の指示があるときは，それに従うこと。） 
 (5) その他の書式については，指導教員の指示に従うこと。 

 

 
２０２６年度卒業論文 

題  目 
 
 
 
 
 
 
 

   経済学部 ○○学科 
   指導教員 ○○○○（教授） 
   氏  名 ○○○○ 
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その他の規定・案内



 
その他の規程・案内 

 
Ⅰ 諸 手 続 等 

 

１．留学，休学，復学及び退学等について 

 留学，休学，復学及び退学については，それぞれの願書を指導教員を通じて，学部長に提出し，許可を受け

なければならない。用紙は文系教務課経済窓口（以降「経済窓口」という）で配付する。 
 なお，病気のため休学又は復学等を願い出る場合は診断書，その他の場合は詳細な事由書の添付を必要とす

る。留学先で修得した単位の認定を希望する場合については，「履修上の注意９」を参照のこと。 
 
２．証明書類の発行について 

 通学定期券発行に必要な通学定期乗車券発行控は，２年生の春学期までは教養教育院事務室，２年生の秋

学期からは文系教務課学生支援窓口（以降「学生支援窓口」という）で発行する。（市バス・地下鉄のみの場合

は，学生証で購入可能） 
各種証明書の発行については，https://www.nagoya-u.ac.jp/academics/certificate/students/index.html を参

照のこと。 
 
３．住所及び身上変更届について 

 住所及び身上変更（改姓）があった場合はすみやかに大学まで届け出ること。改姓については経済窓口にあ

る申出書に戸籍抄本を添えて届け出ること。 
 なお，改姓した後も旧姓の使用を希望する場合も同様に届け出ること。 

 
４．海外渡航届の提出について 
  海外へ渡航する際は，災害等発生時等の大学側から緊急に連絡を要することがあるので，私事渡航，出張等

の渡航理由の如何にかかわらず，必ず「海外渡航届」を提出してから出かけること。 
① 名古屋大学ホームページから，必要な情報を入力し，海外渡航届を印刷する。 

   URL： https://tokou.adm.nagoya-u.ac.jp/ 
② 担当教員用は指導教員（又はクラス担任）に，教務窓口提出用は経済窓口にそれぞれ提出する。 
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５．授業料の納入について 

区 分 納  期 納 入 方 法 
※口座振替日（銀行引落予定日）

については 名古屋大学ホーム

ページ、ホーム >教育・学生支

援 >授業料 >授業料等で確認

すること。 

前 期 分 
 

５ 月 末 
 口座振替 

後 期 分 １１月 末 

 
 なお，経済的な理由で学びを中断するようなことがないよう．次のような授業料免除等の制度がある。 

① 学部日本人学生等を対象とした授業料免除 
○ 高等教育の修学支援制度（全学年対象） 
「給付奨学金（日本学生支援機構）」及び「授業料等の減免（全額免除，2/3 額免除，1/3 額免除）」の 2 つ

の支援を合わせることによる。 
この制度による支援を受けるためには，以下の 2 つの手続きが必要。 
・日本学生支援機構の給付奨学金に申請し，採用されること 
・大学の授業料等減免の認定申請手続きを完了すること 
 

② 私費外国人留学生，大学院学生を対象とした授業料免除 
  私費外国人留学生および大学院学生のうち，経済的理由などにより授業料の納付が困難であり，かつ，

学業優秀と認められる場合又は特別な事情により授業料の納付が著しく困難であると認められる場合は，

本人の申請に基づき選考の上，予算の範囲内で授業料の免除（全額免除又は半額免除）が許可されること

があります。 
 上記制度の申請資格及び申請に関する手続き時期等の詳細については，本学ホームページに掲載し周知する。 
 また，授業料免除等の申請を行った場合，その結果が確定するまでは授業料を納入しないこと。 

 
６．学生周知について 

 学生に周知を要する伝達事項（公示，通知及び呼び出し等）は，TACT でお知らせするので，たえず注意し，

必ずみるようにすること。 
なお，奨学金・授業料免除関係は， NU-mado.（文系教務課 web）（https://mado.nagoya-u.ac.jp）に掲示

するので，希望者は注意してみるようにすること。 
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５．授業料の納入について 

区 分 納  期 納 入 方 法 
※口座振替日（銀行引落予定日）

については 名古屋大学ホーム

ページ、ホーム >教育・学生支

援 >授業料 >授業料等で確認

すること。 

前 期 分 
 

５ 月 末 
 口座振替 

後 期 分 １１月 末 

 
 なお，経済的な理由で学びを中断するようなことがないよう．次のような授業料免除等の制度がある。 

① 学部日本人学生等を対象とした授業料免除 
○ 高等教育の修学支援制度（全学年対象） 
「給付奨学金（日本学生支援機構）」及び「授業料等の減免（全額免除，2/3 額免除，1/3 額免除）」の 2 つ

の支援を合わせることによる。 
この制度による支援を受けるためには，以下の 2 つの手続きが必要。 
・日本学生支援機構の給付奨学金に申請し，採用されること 
・大学の授業料等減免の認定申請手続きを完了すること 
 

② 私費外国人留学生，大学院学生を対象とした授業料免除 
  私費外国人留学生および大学院学生のうち，経済的理由などにより授業料の納付が困難であり，かつ，

学業優秀と認められる場合又は特別な事情により授業料の納付が著しく困難であると認められる場合は，

本人の申請に基づき選考の上，予算の範囲内で授業料の免除（全額免除又は半額免除）が許可されること

があります。 
 上記制度の申請資格及び申請に関する手続き時期等の詳細については，本学ホームページに掲載し周知する。 
 また，授業料免除等の申請を行った場合，その結果が確定するまでは授業料を納入しないこと。 

 
６．学生周知について 

 学生に周知を要する伝達事項（公示，通知及び呼び出し等）は，TACT でお知らせするので，たえず注意し，

必ずみるようにすること。 
なお，奨学金・授業料免除関係は， NU-mado.（文系教務課 web）（https://mado.nagoya-u.ac.jp）に掲示

するので，希望者は注意してみるようにすること。 
 

Ⅱ 利 用 案 内 
 

経済学図書室利用案内 
 

     https://www.nul.nagoya-u.ac.jp/eco/index.html 
  

◇◇  開開室室時時間間    

月～金 9:00～17:00（ただし授業期間の月・火・木は 20:00 まで） 

◇◇ 休休室室日日    
土・日・祝日、年末年始（12/28～1/4）、夏季一斉休業日、入学試験日 

◇◇ 入入  室室  

学生証／職員証をカウンター職員に提示してください。 
カバン類は持ち込めません。図書室ロビーのコインロッカーをご利用ください。 
図書室内は飲食禁止です。また、静謐空間の維持にご協力をお願いいたします。 

◇◇ 資資料料のの探探しし方方  

蔵書検索システム（OPAC）を利用して、書名、著者名などから学内で所蔵する資料を

検索することができます。OPAC は公開されており、図書室には検索用 PC もあります。 
☆名古屋大学蔵書検索システム（OPAC） https://opac.nul.nagoya-u.ac.jp/ 

◇◇ 閲閲  覧覧  

ほとんどの図書室内の資料は、自由に取り出して閲覧できます。 
閲覧が終わったら、必ず元の位置にお戻しください。 
※ 貴重図書、マイクロ資料の利用は、カウンターにお申し出ください。 

◇◇ 貸貸  出出  

貸出を希望する資料と学生証／職員証をカウンターへお持ちください。 
☆ 貸出できる資料   一般図書、視聴覚資料、博士論文 
☆ 貸出できない資料  雑誌、新聞、参考図書、貴重図書、マイクロ資料 

  ※ 複写のための一時持出は可（要手続；貴重図書を除く）。 

貸貸出出冊冊数数・・期期間間  

 
※ 上記に関わらず、視聴覚資料は 1 点のみ 1 週間、博士論文は 1 冊のみ 1 週間、教科

書は 3 冊まで 2 週間。（いずれも更新不可） 
※ 学部学生には、夏季休業中に長期貸出を行います。（別途お知らせします） 
※ 経済学部４年生には、卒論用貸出を行います。（同上） 

部部  局局  身身    分分  貸貸出出冊冊数数  貸貸出出期期間間  更更新新回回数数  

経経済済学学部部  

教員 制限なし 在職期間中 
― 

博士課程 制限なし 在学中 

修士課程・職員・研究員 20 冊 2 ヶ月 

1 回 

学部生 3 冊 2 週間 

研究生・聴講生 10 冊 2 ヶ月 

他他部部局局  

教員・職員・研究員 20 冊 2 ヶ月 

大学院生 10 冊 2 ヶ月 

学部生 3 冊 2 週間 
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◇◇ 返返  却却  

図書室カウンターに返却してください。閉室中は、図書室入口前のブックポストへお入

れ願います。中央図書館や他の図書室で借りた資料は、それぞれ借りた図書館へ返却し

てください。 
 
◇◇ 予予  約約  

蔵書検索システム（OPAC）で「貸出中」となっている資料は、予約することができま

す。［予約」ボタンをクリックし、機構アカウントでログインしてお申し込みください。

資料が返却されると、申込時に指定したメールアドレスに通知されますので、カウンタ

ーまで受け取りに来てください。 
※ 「研究室配架」表示の資料は教員／博士課程大学院生へ貸出中です。利用を希望され

る場合は、図書室サイトの問合せフォームからご相談ください。 
 
◇◇  複複  写写  

図書室の雑誌・図書は、著作権法の範囲内で複写できます。 
なお、図書室内のコピー機は、経済学部教員・院生のみが利用できる校費専用です。 
経済学部教員・院生以外の方は、一時持出手続きの上、複写をしてください。一時持出

しをした雑誌・図書は、当日中に返却してください。 
 
◇◇ 電電子子ジジャャーーナナルル、、デデーータタベベーースス  

名古屋大学では、多数の電子ジャーナルや各種データベースを提供しています。これら

の多くは、機構アカウントでの認証を経て学外ネットワークからも利用できます。詳し

くは、以下のページをご覧ください。 
☆ 電子ジャーナル・電子書籍検索 

https://publications.ebsco.com/c/qxlbba?acr_values=guest&lang=ja 
☆ データベース一覧 

https://www.nul.nagoya-u.ac.jp/search/db_guide/ 
 
★★★★  名名古古屋屋大大学学ＥＥＵＵ情情報報セセンンタターー（（EU i））★★★★  
名古屋大学 EU 情報センターは経済学図書室内に設置されており、欧州委員会出版局が

発行する EU 官報、条約、年次報告書、月次報告書、統計資料等の EU 公式資料や、各

政策分野についての広報資料を所蔵しています。他の図書室資料と同様にご利用くださ

い。 
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◇◇ 返返  却却  

図書室カウンターに返却してください。閉室中は、図書室入口前のブックポストへお入

れ願います。中央図書館や他の図書室で借りた資料は、それぞれ借りた図書館へ返却し

てください。 
 
◇◇ 予予  約約  

蔵書検索システム（OPAC）で「貸出中」となっている資料は、予約することができま

す。［予約」ボタンをクリックし、機構アカウントでログインしてお申し込みください。

資料が返却されると、申込時に指定したメールアドレスに通知されますので、カウンタ

ーまで受け取りに来てください。 
※ 「研究室配架」表示の資料は教員／博士課程大学院生へ貸出中です。利用を希望され

る場合は、図書室サイトの問合せフォームからご相談ください。 
 
◇◇  複複  写写  

図書室の雑誌・図書は、著作権法の範囲内で複写できます。 
なお、図書室内のコピー機は、経済学部教員・院生のみが利用できる校費専用です。 
経済学部教員・院生以外の方は、一時持出手続きの上、複写をしてください。一時持出

しをした雑誌・図書は、当日中に返却してください。 
 
◇◇ 電電子子ジジャャーーナナルル、、デデーータタベベーースス  

名古屋大学では、多数の電子ジャーナルや各種データベースを提供しています。これら

の多くは、機構アカウントでの認証を経て学外ネットワークからも利用できます。詳し

くは、以下のページをご覧ください。 
☆ 電子ジャーナル・電子書籍検索 

https://publications.ebsco.com/c/qxlbba?acr_values=guest&lang=ja 
☆ データベース一覧 

https://www.nul.nagoya-u.ac.jp/search/db_guide/ 
 
★★★★  名名古古屋屋大大学学ＥＥＵＵ情情報報セセンンタターー（（EU i））★★★★  
名古屋大学 EU 情報センターは経済学図書室内に設置されており、欧州委員会出版局が

発行する EU 官報、条約、年次報告書、月次報告書、統計資料等の EU 公式資料や、各

政策分野についての広報資料を所蔵しています。他の図書室資料と同様にご利用くださ

い。 

国国際際経経済済政政策策研研究究セセンンタターー情情報報資資料料室室    

利利用用案案内内（（名名大大所所属属者者用用））  

https://www.nul.nagoya-u.ac.jp/erc/index.html 

 

 国際経済政策研究センター情報資料室では、主に統計・年鑑・白書等の政府刊行物、社史・

有価証券報告書など企業情報、産業、労働に関する資料を所蔵しています。経済関連の各種

データ類をお探しの場合は、お気軽にご相談ください。 

  

◇◇開開室室時時間間   月～金：9:00～12:00、13:00～17:00 
 
◇◇休休  室室  日日  土・日・祝日、年末年始（12/28～1/4）、夏季一斉休業日、臨時休室日 
 
◇◇入入      室室  

カウンターで学生証・職員証等をご提示ください。 
 資料室内は飲食禁止です。また、静謐空間の維持にご協力をお願いいたします。 
 
◇◇閲閲      覧覧  

資料室内の資料は、自由に取り出して利用できます。利用が終わりましたら、必ず元の位

置にお返しください。 
 
◇◇貸貸      出出  

貸出を希望する資料と学生証・職員証をカウンターへお持ちください。 
貸貸出出冊冊数数とと期期間間  

所所 属属  身身 分分  貸貸出出冊冊数数  貸貸出出期期間間  

経経済済学学部部  

教員・職員・研究員 制限なし 在職期間中** 
大学院生 制限なし 在学中** 
学部学生 5 冊 2 週間 

他他部部局局  

教員・職員・研究員・ 

大学院生 
5 冊 2 週間 

学部学生 3 冊 2 週間 

 **一時返却をお願いする場合があります 
※未製本雑誌の貸出は 3 冊・7 日間（延長不可） 

 
 貸貸出出延延長長（（更更新新））  

  返却期限前で予約がない場合に限り、3 回まで更新できます（更新手続をとった日から

2 週間ずつ延長）。名古屋大学蔵書検索（OPAC）の「利用状況の確認」画面から機構ア

カウント・パスワードでログインして手続してください。資料室カウンターで手続する

場合は、利用証と延長をご希望の資料をお持ちください。 
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◇◇返返      却却  

開室時間中に、資料室カウンターへ直接ご返却ください。閉室中は、経済学図書室の返却

BOX が利用できます。 
 
◇◇予予      約約  

OPAC 上で状態が「貸出中」となっている資料は、インターネットから予約することがで

きます。「貸出中」の右側の「予約」ボタンをクリックし、機構アカウント・パスワード

でログインしてお申し込みください。返却されると申込時に指定したメールアドレスに

お知らせしますので、資料室まで受け取りにお越しください。取置期間は通知から 2 週

間です。 
※状態が「研究室配架」の資料は、教員・大学院生へ貸出中です。利用を希望される場合

は、カウンターへご相談ください。 
 
◇◇複複   写写  

資料室の資料は著作権法の範囲内で複写できます。 
資料室内の複写機は、経済学部教員・大学院生のみが利用できる校費用複写機です。 
経済学部教員・院生以外の方は、一時持出手続の上、複写してください。一時持出した資

料は、当日の開室時間内にご返却ください。 
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◇◇返返      却却  

開室時間中に、資料室カウンターへ直接ご返却ください。閉室中は、経済学図書室の返却

BOX が利用できます。 
 
◇◇予予      約約  

OPAC 上で状態が「貸出中」となっている資料は、インターネットから予約することがで

きます。「貸出中」の右側の「予約」ボタンをクリックし、機構アカウント・パスワード

でログインしてお申し込みください。返却されると申込時に指定したメールアドレスに

お知らせしますので、資料室まで受け取りにお越しください。取置期間は通知から 2 週

間です。 
※状態が「研究室配架」の資料は、教員・大学院生へ貸出中です。利用を希望される場合

は、カウンターへご相談ください。 
 
◇◇複複   写写  

資料室の資料は著作権法の範囲内で複写できます。 
資料室内の複写機は、経済学部教員・大学院生のみが利用できる校費用複写機です。 
経済学部教員・院生以外の方は、一時持出手続の上、複写してください。一時持出した資

料は、当日の開室時間内にご返却ください。 

演習室の使用について 

  
演習室は，演習以外に使用することができない。 

 ただし，４階の演習室（412）を自習室，（410）をディスカッションルームとして開放する。自習

室等の使用できる時間は平日９時～１７時とする。また，１階の学生控室の利用時間も平日９時～１

７時とする。土・日曜日，祝日及び年末年始の期間は，使用を禁止する。なお，自習室等内での飲食

は一切禁止する。 
 
 

障害等があり特別な配慮を必要とする方へ 

  
名古屋大学では，学生支援本部のアビリティ支援センター及びグローバル・エンゲージメントセン

ターの支援チームの 2 つの部署で，障害に関連する情報提供や相談を行うとともに，障害のある学生

に対して修学支援を提供しています。身体障害，精神障害，発達障害，難病に起因する障害等の理由

により修学や学生生活において戸惑いや不安を抱いたり，修学支援の必要があるなどの際は，ぜひご

相談ください。 
 
〈アビリティ支援センター〉 

相談場所:全学教育棟本館３階 
受付電話番号: 052-789-4756 
e-mail： osd@gakuso.provost.nagoya-u.ac.jp 
 
〈支援チーム〉 

相談場所: IB 電子情報館西棟 7 階 739 号室 
受付電話番号: 052-788-6117 
e-mail： isa@t.mail.nagoya-u.ac.jp 
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Ⅲ 就 職 関 係 

 就職に関する情報提供は，NU-mado.（文系教務課 web）https://mado.nagoya-u.ac.jp に掲示する。 
 求人の会社数は多く業種も多方面にわたっているが，職務内容は管理事務，営業販売関係が圧倒的に多い。

卒業生の就職先を業種別にみると別表のとおりである。 
 公務員を志望する場合は，それぞれの採用試験に合格しなければならない。採用試験には次のようなものが

ある。 
 国家公務員採用総合職試験 国家公務員採用一般職試験 国家公務員採用専門職試験（国税専門官等）地方

公務員採用上級試験（都道府県及び名古屋市等が実施するもの）このほかに公認会計士や税理士をめざす者も

近年，数十名いる。 
 

卒業生就職等状況一覧表 

 

年度 
業種 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

農 業 ・ 林 業     1       

漁 業            

鉱 業 2   1        

建 設 業 4 4 3 7 3 2 3 3 7 5 2 

製 
 
 

造 
 
 

業 

食 品 ・ 飲 料 ・ た ば こ 2 4  7 1   1 2 1  

繊 維 ・ 衣 服    1 1       

印 刷 ・ 同 関 連 2 1 1  1       

化学工業・石油・石炭製品 3 1 4 4 4 8 5 7 5 4 2 

鉄鋼・非鉄金属・金属製品 4 7 4 12 7 5 2 2 4 2 2 

一 般 機 械 器 具 3 7 5 2 10  12 5 4 4 3 

電 子 部 品 ・ デ バ イ ス 1 3 3 1 1 1   1  2 

電気・情報通信・機械器具 6 8 8 6 8 18 10 10 12 7  

輸 送 用 機 器 22 24 17 22 24 21 16 7 12 18 14 

そ の 他 3 9 6 5 6 8 6 3 6 4 5 

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 2 6 4 5 2 6 6 11 5 4 7 

情 報 通 信 24 20 20 25 21 29 28 37 29 29 28 

運 輸 ・ 郵 便 9 12 4 10 6 7 7 5 6 4 5 

商

業 
卸 売 5 2 3 4 3 5 6 7 4 4 3 

小 売 7 4 3 1 6 3 4 4 7 2 3 

金 融 業 33 25 37 35 27 24 24 44 22 34 38 

保 険 業 13 9 7 6 5 4 7 10 9 11 10 

不 動 産 7 3 3 8 5 3 2 6 5 2 2 

サ ー ビ ス 8 1 2 7 7 8 28 4 26 28 31 

国 家 公 務 員 等 7 7 6 5 6 6 7 2 5 11 7 

地 方 公 務 員 22 20 25 27 7 10 13 14 16 8 9 

そ の 他 22 18 17 15 27 34 6 33 5 4 5 

小     計 211 195 182 216 189 202 192 215 192 186 178 

大 学 院 進 学 9 9 6 16 8 5 6 9 7 9 8 

そ の 他 18 17 17 4 10 9 27 17 15 15 15 

計 238 221 205 236 207 216 225 241 214 210 201 
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Ⅲ 就 職 関 係 

 就職に関する情報提供は，NU-mado.（文系教務課 web）https://mado.nagoya-u.ac.jp に掲示する。 
 求人の会社数は多く業種も多方面にわたっているが，職務内容は管理事務，営業販売関係が圧倒的に多い。

卒業生の就職先を業種別にみると別表のとおりである。 
 公務員を志望する場合は，それぞれの採用試験に合格しなければならない。採用試験には次のようなものが

ある。 
 国家公務員採用総合職試験 国家公務員採用一般職試験 国家公務員採用専門職試験（国税専門官等）地方

公務員採用上級試験（都道府県及び名古屋市等が実施するもの）このほかに公認会計士や税理士をめざす者も

近年，数十名いる。 
 

卒業生就職等状況一覧表 

 

年度 
業種 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

農 業 ・ 林 業     1       

漁 業            

鉱 業 2   1        

建 設 業 4 4 3 7 3 2 3 3 7 5 2 

製 
 
 

造 
 
 

業 

食 品 ・ 飲 料 ・ た ば こ 2 4  7 1   1 2 1  

繊 維 ・ 衣 服    1 1       

印 刷 ・ 同 関 連 2 1 1  1       

化学工業・石油・石炭製品 3 1 4 4 4 8 5 7 5 4 2 

鉄鋼・非鉄金属・金属製品 4 7 4 12 7 5 2 2 4 2 2 

一 般 機 械 器 具 3 7 5 2 10  12 5 4 4 3 

電 子 部 品 ・ デ バ イ ス 1 3 3 1 1 1   1  2 

電気・情報通信・機械器具 6 8 8 6 8 18 10 10 12 7  

輸 送 用 機 器 22 24 17 22 24 21 16 7 12 18 14 

そ の 他 3 9 6 5 6 8 6 3 6 4 5 

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 2 6 4 5 2 6 6 11 5 4 7 

情 報 通 信 24 20 20 25 21 29 28 37 29 29 28 

運 輸 ・ 郵 便 9 12 4 10 6 7 7 5 6 4 5 

商

業 
卸 売 5 2 3 4 3 5 6 7 4 4 3 

小 売 7 4 3 1 6 3 4 4 7 2 3 

金 融 業 33 25 37 35 27 24 24 44 22 34 38 

保 険 業 13 9 7 6 5 4 7 10 9 11 10 

不 動 産 7 3 3 8 5 3 2 6 5 2 2 

サ ー ビ ス 8 1 2 7 7 8 28 4 26 28 31 

国 家 公 務 員 等 7 7 6 5 6 6 7 2 5 11 7 

地 方 公 務 員 22 20 25 27 7 10 13 14 16 8 9 

そ の 他 22 18 17 15 27 34 6 33 5 4 5 

小     計 211 195 182 216 189 202 192 215 192 186 178 

大 学 院 進 学 9 9 6 16 8 5 6 9 7 9 8 

そ の 他 18 17 17 4 10 9 27 17 15 15 15 

計 238 221 205 236 207 216 225 241 214 210 201 

Ⅳ 厚 生 関 係 

１．奨学金について 

 日本学生支援機構奨学金（JASSO 奨学金）のほか地方公共団体，民間奨学事業団体による奨学金制度があ

る。これらは，いずれも学業，人物ともに優秀であって学費の支弁が困難と認められる学生に対して申請に基

づき選考の上，貸与又は給与される。 
 

(1) 日本学生支援機構奨学金（JASSO 奨学金） 

給付型（学部学生のみ）及び貸与型の奨学金がある。詳細については，日本学生支援機構ホームページ

（https://www.jasso.go.jp/）等で確認すること。 

(2) 奨学生の募集 奨学金の貸与を希望する者は，所定の申請手続きをしなければならない。 
給付奨学金（学部学生のみ）：原則年２回（３月下旬，９月上旬） 
貸与奨学金：原則年１ 回（３月下旬） 

 なお，申請書類等の提出期日についてはその都度掲示により周知する。 
(3) 奨学金の受領 

 奨学金は，毎月定められた日に，日本学生支援機構から奨学生名義の銀行口座に振り込まれる。ただし，

４月分については年度により異なることもあるので，掲示等で確認すること。 
(4) 適格認定 

 奨学生は，｢適格認定奨学金継続願｣手続を，指定された期日までに行うこと。（１２月中旬～１月頃） 
 なお，未手続の場合，修得単位数が不十分な場合は継続が認められないので，注意すること。 

(5) 奨学金の停止等 
 休学・停学・復学・連帯保証人の変更等身分上の異動が生じる場合は，異動の生じる２ヶ月前に速やかに

所定の手続きをとること。手続きについては｢奨学生のしおり｣を参照すること。 
(6) 緊急・応急採用 

 失職・破産，倒産，病気，火災・風水害等により家計が急変し，緊急に奨学金が必要になった者は，随時，

奨学金を申請することができるので，文系教務課学生支援窓口（以降「学生支援窓口」という）へ相談する

こと。 
 
２ 地方公共団体及び民間奨学事業団体 

 日本学生支援機構の他に，地方公共団体及び民間奨学事業団体が貸与または給与する奨学金がある。これら

の奨学生の募集の多くは４～５月に集中して行われる。詳細については，名古屋大学ホームページにて掲載す

る。 
URL https://www.nagoya-u.ac.jp/academics/support/private_scholarship/index.html 
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２．保健衛生について 

 豊かな学生生活を送るためには，まず日常の健康に注意する必要がある。あらゆる機会と施設・制度を利用

して，たえず健康を保持するよう注意すること。 
 ① 定期健康診断 

 学生の定期健康診断は学校保健法に基づき，４月に，胸部Ｘ線検査・一般検査・計測検査（身長・体重等）

を実施する。これは集団生活をする者にとって義務であるから全員受診すること。日程等についてはその都

度掲示によって周知する。受診後，結果が出次第，自動発行機にて証明書が発行できる。 
なお，受診しない場合，就職，奨学金，進学などの際に大学からの健康診断証明書を発行できない等の支

障が生じるので注意すること。 
 ② 総合保健体育科学センター保健管理室 

 本学学生の心身の健康の保持，増進を図ることを目的として開設されている。ここでは毎日午前 10 時か

ら午後４時まで（午前 11 時 30 分～午後１時 30 分は昼休み，土日祝日は閉室），学校医と看護師が，診察（内

科），健康相談，怪我等の応急措置に当っている。なお，利用する場合は，学生証を持参すること。 
 ③ 学生相談，留学生相談，メンタルヘルス相談，就職相談 

 名古屋大学における学生相談，メンタルヘルス相談および就職相談の体制を充実させ，豊かな学生生活の

実現をはかるため，学生支援本部及びグローバル・エンゲージメントセンターが設置されている。 
 毎日の生活の中から生じてきた悩みや課題は，自分自身について考える良い機会ともなる。ふだんは， 友
人や先輩，指導教員や家族と話したりしながら考え，解決しているわけだが，日常場面では悩みや課題にじ

っくりと取り組むゆとりが，なかなかもちにくいものである。そんなとき，学生支援本部あるいはグローバ

ル・エンゲージメントセンターを利用してみてはどうだろうか。 
 学生支援本部及びグローバル・エンゲージメントセンターは，助言や忠告を得るだけの場所ではない。専

門のカウンセラーやアドバイザーと話し合いながら，気持ちや考え方を言葉にし，整理していくことで，自

身が問題解決や発展の糸口を見つけていく場所でもある。現実的な課題を解決するための相談であっても，

それをきっかけに自分を振り返り，自分を見直す契機となることもある。 
申し込み方法 
上記の相談においては，部門ごとに受付場所が異なるので電話・メールあるいは直接来所して申し込むこ

と。ホームページ（https://gakuso.provost.nagoya-u.ac.jp/）に申し込み方法が掲載されている。プライバシ

ーは厳守されるので，気軽に利用していただきたい。 
学生相談部門は，学生相談センター（ soudan@gakuso.provost.nagoya-u.ac.jp）で相談を受け付ける。場

所は，学生支援棟にある。 
メンタルヘルス支援部門は，保健管理室受付（ hokekan@htc.nagoya-u.ac.jp）で受け付けている。 
就職支援部門は，学生支援棟１階，キャリアサポートセンター（052-789－2176）で受け付けている。 

 
学生支援本部 
 学生相談センター  カウンセリング部門／メンタルヘルス支援部門／共修推進部門 
 アビリティ支援センター    
 キャリアサポートセンター  就職支援部門／就職キャリア相談部門／ 

博士キャリア支援部門／国際キャリア支援部門 
 
    グローバル・エンゲージメントセンターも部門ごとに受付場所が異なる。詳細はホームページ等で確認

すること。 
      支援チーム  https://acs.iee.nagoya-u.ac.jp 
      キャリア支援部門   https://syusyoku.jimu.nagoya-u.ac.jp 
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④ 学生教育研究災害傷害保険及び学研災付帯賠償責任保険 
学生が教育研究活動中に不慮の事故により身体に傷害を被った時に備えての災害救済措置として「学生教

育研究災害傷害保険」がある。 
 学部学生は入学時に一括加入しているが，留年生についても年次当初に再加入をすることを勧める。不幸

にも事故等傷害にあった場合は，速やかに学生支援窓口へ届け出ること。詳細については，「学生教育研究災

害傷害保険のしおり」を参照すること。 
また，正課授業，学校行事，課外活動及びその往復で，他人にケガをさせたり，他人の財物を損壊したこ

とにより，法律上の賠償責任を負担することによって被る損害に対する補償制度として「学研災付帯賠償責

任保険」がある。 
 
３．名古屋大学授業料免除等に関する規程 

 名古屋大学授業料免除等に関する規程は，名古屋大学のホームページで閲覧すること。 
 URL https://education.joureikun.jp/thers_ac/ 
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４．教育職員免許状の取得について 

教育職員免許状の取得に関する詳細については，下記の他に，名大ポータルに掲載の『教職課程の手引』を

確認すること(http://web-honbu.jimu.nagoya-u.ac.jp/gakumu/gakumubu/karte/top.html) 
 
１．本学部において，取得できるおもな免許状の種類及び教科は，次のとおりである。 

学  部 学  科 
左記の学部学科で取得できる免許状の種類 

学校種別 免許教科 種  別 

経済学部 経済学科 
経営学科 高等学校 公  民 １  種 

    ※2023 年度以前入学者は、高等学校商業１種の免許を取得することができる。 
 
２．高等学校教諭の免許状を取得するには，次の表の定めるところにより単位を修得しなければならない。 
 
〔2024 年度以降入学者適用〕 

 ※2024 年度入学者を対象とした内容であるため，それ以前の入学者は入学年度のハンドブックを参照するか，

経済窓口に問い合わせること。 

 

 Ａ 基礎資格と最低修得単位数 
①  「教科に関する専門的事項」とは，免許教科に関する科目（専門系科目）である（Ｂの項参照）。 
②  「教育の基礎的理解に関する科目等」とは，どのような免許状を取得する場合にも修得しなければな

らない科目である。（Ｃの項参照）。 

 所要資格等 

免許状種類 

基礎 
資格 

大 学 に お け る 最 低 修 得 単 位 数 

教科及び教科の
指導法に関する

科目 
教育の基礎的理解に関する科目等 教育職員免許法施行規則第66条の 6に

定める科目 

教科に
関する
専門的
事項 

各教科
の指導
法 

教育の
基礎的
理解に
関する
科目 

道徳，総合的な学
習の時間等の指
導法及び生徒指
導，教育相談等に

関する科目 

教育実
践に関
する科
目 

日本国 
憲法 体 育 

外国語コ
ミ ュ ニ
ケ ー シ
ョン 

情報機
器の操
作 

高等学 
校教諭 一種 学士の学位を

有すること。 
32 

（表３参照）

4 
（表４参照）

10 
（表４参照）

8 
（表 4 参照） 

5 
（表 4 参照）

2 
（表１参照）

2 
（表１参照）

2 
（表１参照）

2 
（表１参照）
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 「日本国憲法」，「体育」「外国語コミュニケーション」，「情報機器の操作」の単位等修得方法は表１の定めると

ころによる。 
 

〈表１〉2022 年度以降入学者適用 

教育職員免許法施行

規則に定める科目 

 

単 位 修 得 方 法 

 

日 本 国 憲 法 
全学教育科目の現代教養科目（人文・社会系）又は人文・社会系基礎科目の「日本国憲法」

２単位を修得 

（法学部生は法学部専門科目「憲法Ⅰ」４単位でも認められる。）  

 
体 育 

全学教育科目の健康・スポーツ科学「健康・スポーツ科学実習A及びB」から２単位以

上を修得 

 

 

 

 

 

 

外国語コミュニケーション 

全学教育科目の言語文化 

英語（コミュニケーション），英語（上級），英語（セミナー），英語検定試験 

ド イ ツ語  基礎１・基礎２・初級完成・中級１・中級２・中級・上級， 

フランス語  基礎１・基礎２・初級完成・中級１・中級２・中級・上級， 

ロ シ ア語  基礎１・基礎２・初級完成・中級１・中級２・中級・上級， 

中 国 語   基礎１・基礎２・初級完成・中級１・中級２・中級・上級， 

スペイン語  基礎１・基礎２・初級完成・中級１・中級２・中級・上級， 

朝鮮・韓国語  基礎１・基礎２・初級完成・中級１・中級２・中級・上級 
 

＊上記科目から２単位以上を修得 

（情報学部の学生については，英語（コミュニケーション），  

英語（上級），英語（セミナー）から2単位以上を修得すること。)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 数理、データ活用及び

人工知能に関する科

目 又は 情報機器

の操作 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全学教育科目又は学部専門科目から２単位以上を修得 

○全学教育科目は下記のとおり。 

データ科学基礎（数理,データ活用及び人工知能に関する科目） 

データ科学基礎演習Ａ 

データ科学基礎演習Ｂ 

（シラバス等で受講対象学部等を確認のうえ履修すること。）  

 

○学部専門科目は下記のとおり。（所属学部の開講科目を受講すること。） 

 

文 学 部 ・・・・・・・・・・ 情報学演習 

教 育 学 部 ・・・・・・・・・・ 教育情報学講義Ⅰ～Ⅲ 

   ただし，教育学部で情報の免許を取得する場合は，全学教育科目 

から必ず履修すること。 

法 学 部 ・・・・・・・・・・ 法情報学Ⅰ，Ⅱ  

経 済 学 部 ・・・・・・・・・・ 情報処理 

情 報 学 部 ・・・・・・・・・・ 情 報 セ キ ュ リ テ ィ と リ テ ラ シ ー １ ， 

             情 報 セ キ ュ リ テ ィ と リ テ ラ シ ー ２  

理 学 部 

数 理 学 科 ・・・・・・・・ 数理解析・計算機数学Ⅰ～Ⅳ，計算数学基礎 

理 学 科 ・・・・・・・・ 情報科学概論Ⅰ  

化 学 科 ・・・・・・・・ 計算化学概論 

生命理学科 ・・・・・・・・ 生物科学実験Ⅰ 

地球惑星科学科 ・・・・ 数値解析法及び演習 

 
なお，大学院生については，学部専門科目を受講して「情報機器の操作」に関する

単位を修得すること。（全学教育科目の受講は認められない。）  
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Ｂ 「教科に関する専門的事項」の修得方法（高等学校教諭） 
  高等学校教諭免許状を取得する場合の「教科に関する専門的事項」の単位の修得方法は，次の表の第１欄に

掲げる免許教科の種類に応じ，第２欄に掲げる科目区分について，それぞれ第３欄に掲げる単位を修得するも

のとする。修得すべき科目の一覧表は，経済窓口で配布する。 
 〈表３〉 

第 １ 欄 第  ２  欄 第 ３ 欄 

免許教科 免 許 法 に 定 め る 科 目 区 分 最 低 修 得  
単 位 数  

公  民 

「法律学（国際法を含む。），政治学（国際政治を含む。）」 
各科目区分で 
１単位以上 
合計 32 単位 

「社会学，経済学（国際経済を含む。）」 

「哲学，倫理学，宗教学，心理学」 
商  業 

（2023 年度以前

入学者対象） 

商業の関係科目 各科目区分で 
１単位以上 
合計 32 単位 職 業 指 導 

 備考 １ 第２欄に掲げる免許法に定める科目区分は，一般的包括的な内容を含むものでなければならない。 

    ２ 科目区分の名称に“「 」”が付されている場合は，「 」内の科目の１つ以上にわたって修得しなけ

ればならない。 

      また，（…を含む）とされている場合は，その内容を含んだ科目を修得しなければならない。 
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Ｃ 「教育の基礎的理解に関する科目等」の修得方法 
 高等学校教諭の免許状を取得する場合の教職に関する科目の単位の修得方法は，次の表の定めるところによる。 
 〈表４〉 

 

各科目に含めることが必要な事項 必要修得

単位数 
本学における 
開講科目名 

開 
講 
単 
位 

教

育

の

基

礎

的

理

解

に

関

す

る

科

目

等 

教育の基礎理的論に  
関 す る 科 目  

教育の理念並びに教育に関する歴史及び

思想 

10 

教 育 原 理 ２ 

教職の意義及び教員の役割・職務内容 
（チーム学校への対応を含む。） 教 職 基 礎 論 ２ 

教育に関する社会的，制度的又は経営的

事項（学校と地域との連携及び学校安全

への対応含む。） 
教 育 制 度 論 ２ 

幼児，児童及び生徒の心身の発達及び学

習の過程 教 育 心 理 学 ２ 

特別の支援を必要とする幼児，児童及び

生徒に対する理解 特 別 支 援 教 育 １ 

教育課程の意義及び編成の方法（カリキ

ュラム・マネジメントを含む。） 教 育 課 程 論 １ 

道徳，総合的な学

習の時間等の指導

法及び生徒指導，

教育相談等に関す

る科目 

総合的な探究の時間の指導法 

8 

特別活動・総合的な学習

の 時 間 の 指 導 法 ２ 
特別活動の指導法 

教育の方法及び技術 
教 育 方 法 論 ２ 

情報通信技術を活用した教育の理論及び

方法 

生徒指導の理論及び方法 
生徒・進路指導論 ２ 

進路指導及びキャリア教育の理論及び方

法 
教育相談（カウンセリングに関する基礎

的な知識を含む。）の理論及び方法 教 育 相 談 論 ２ 

教育実践に関する

科目 
教育実習 ※１ 

5 
教 育 実 習 Ⅱ ３ 

教職実践演習 教 職 実 践 演 習 ２ 

教科及び教科の指導法

に関する科目 
各教科の指導法（情報機器及び教材の活

用を含む。） 4 

社会科・公民科教育法Ⅰ ２ 
社会科・公民科教育法Ⅱ ２ 
商 業 科 教 育 法 Ⅰ※２ ２ 
商 業 科 教 育 法 Ⅱ※２ ２ 

必 要 修 得 単 位 数 合 計  27  

注． ※１ 教育実習は，４年次に行います。これは教職課程に欠くことができない重要な科目であるので，必ず

３年次に所定の申込をしてください。また，この教育実習の修得単位には，本学における「事前・事後指

導」１単位が含まれていますので，必ず参加してください。これを受講しない場合は所定の単位を修得で

きません。 

   ※２ 2023 年度以前入学者対象 
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講　　義　　要　　綱



講 義 一 覧 

※最新の講義要綱は、名古屋大学名大ポータル（Web キャンパスメイト）からご確認ください 

https://syllabus.adm.nagoya-u.ac.jp/ 

講義一覧 

専門基礎科目 ミクロ経済学Ⅰ 

 専門基礎科目 ミクロ経済学Ⅱ 

 専門基礎科目 マクロ経済学Ⅰ 

 専門基礎科目 マクロ経済学Ⅱ 

 専門基礎科目 計量経済Ⅰ 

 専門基礎科目 計量経済Ⅱ 

 専門基礎科目 政治経済学Ⅰ 

 専門基礎科目 政治経済学Ⅱ 

 専門基礎科目 一般経済史Ⅰ 

 専門基礎科目 一般経済史Ⅱ 

 専門基礎科目 経営Ⅰ 

 専門基礎科目 経営Ⅱ 

 専門基礎科目 会計Ⅰ 

 専門基礎科目 会計Ⅱ 

 専門基礎科目 財務諸表Ⅰ 

 専門基礎科目 財務諸表Ⅱ 

 経済学科専門科目・経営学科関連専門科目 経済政策 

 経済学科専門科目・経営学科関連専門科目 農業経済 

 経済学科・経営学科専門科目 労働経済 

 経済学科・経営学科専門科目 産業組織 

 経済学科専門科目・経営学科関連専門科目 国際経済 

 経済学科専門科目・経営学科関連専門科目 財政 

 経済学科専門科目・経営学科関連専門科目 金融 

 経済学科専門科目・経営学科関連専門科目 公共経済 

 経済学科専門科目・経営学科関連専門科目 現代資本主義 

 経済学科専門科目・経営学科関連専門科目 経済学史 

 経済学科専門科目・経営学科関連専門科目 社会思想史 

 経済学科専門科目・経営学科関連専門科目 日本経済史 

 経済学科専門科目・経営学科関連専門科目 西洋経済史 

 経済学科・経営学科専門科目 ファイナンス 

 経済学科関連専門科目・経営学科専門科目 経営労務 

 経済学科関連専門科目・経営学科専門科目 生産管理 

 経済学科関連専門科目・経営学科専門科目 マーケティング 

 経済学科関連専門科目・経営学科専門科目 経営組織 

 経済学科関連専門科目・経営学科専門科目 経営戦略 

 経済学科関連専門科目・経営学科専門科目 財務会計 

 経済学科関連専門科目・経営学科専門科目 管理会計 

 経済学科関連専門科目・経営学科専門科目 監査 

 経済学科関連専門科目・経営学科専門科目 経営分析 

 経済学科関連専門科目・経営学科専門科目 国際会計 

 経済学科関連専門科目・経営学科専門科目 経営情報 

 経済学科専門科目 経済政策特論 

 経済学科専門科目 農業経済特論 

 経済学科専門科目 労働経済特論 

 経済学科専門科目 産業組織特論 

 経済学科専門科目 国際経済特論 

 経済学科専門科目 財政特論 
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 経済学科専門科目 金融特論 

 経済学科専門科目 公共経済特論 

 経済学科専門科目 現代資本主義特論 

 経済学科専門科目 経済学史特論 

 経済学科専門科目 社会思想史特論 

 経済学科専門科目 日本経済史特論 

 経済学科専門科目 西洋経済史特論 

 経営学科専門科目 経営労務特論 

 経営学科専門科目 ファイナンス特論 

 経営学科専門科目 生産管理特論 

経営学科専門科目 マーケティング特論 

 経営学科専門科目 経営組織特論 

 経営学科専門科目 経営戦略特論 

 経営学科専門科目 財務会計特論 

 経営学科専門科目 管理会計特論 

 経営学科専門科目 監査特論 

 経営学科専門科目 経営分析特論 

 経営学科専門科目 国際会計特論 

 経営学科専門科目 経営情報特論 

 経済学科・経営学科関連専門科目 経済数学Ａ 

 経済学科・経営学科関連専門科目 経済数学Ｂ 

 経済学科・経営学科関連専門科目 統計解析 

 経済学科・経営学科関連専門科目 経済発展 

 経済学科・経営学科関連専門科目 情報処理 

 経済学科・経営学科関連専門科目 日本経済論 

経済学科・経営学科関連専門科目 （特殊講義）アセット・マネジメント概論 

経済学科・経営学科関連専門科目 （特殊講義）ヨーロッパ経済 

経済学科・経営学科関連専門科目 （特殊講義）International Communication 

経済学科・経営学科関連専門科目 （特殊講義）グローバル経済・経営論 

経済学科・経営学科関連専門科目 （特殊講義）スタートアップ経営論 

経済学科・経営学科関連専門科目 （特殊講義）リーダーシップ開発（ビズリーチ寄付講義） 

経済学科・経営学科関連専門科目 （特殊講義）実学概論基礎 A 

経済学科・経営学科関連専門科目 （特殊講義）金融リテラシー入門（SMBC コンシューマーファイナンス寄付講義） 

経済学科・経営学科関連専門科目 （特殊講義）次世代人材と日本企業（グローバル・次世代人材育成協議会寄付講義） 

経済学科・経営学科関連専門科目 （特殊講義）金融・資本市場の果たす役割 
経済学科・経営学科関連専門科目 

経済学科・経営学科関連専門科目 
 

（特殊講義）アジア経済 

（特殊講義）グローバル・コーポレート・マネジメント～グローバル人材育成と 

日本企業（グローバル・次世代人材育成協議会寄付講義） 
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１　　階

国際経済政策研究センター情報資料室

経
済
学
部
１
・
２
年
生
用
ロ
ッ

カ
ー

玄　関

ホール

研究室
事務室

・
留学生
相談室

学生
連絡
室

学生控え室
★学部掲示板

Ｍ　ＷＣ

第１講義室

特別演習室２

自転車置場

Ｍ　ＷＣ

手洗 HC　WC

ＥＶ

特別演習室

経済図書室

Ｗ　ＷＣ

Ｗ　ＷＣ 第２講義室

付 録

２　　階

浅見
研究室

柳原
研究室

清水
研究室

中屋
研究室

鍋島
研究室

周
研究室

宮崎
研究室

園田
研究室

花薗
研究室

敦賀
研究室

玉井
研究室

木越
研究室

高橋
研究室

田村
研究室

柳瀬
研究室

植村
研究室

犬塚
研究室

キタン
会

中島
研究室

伊藤
研究室

萬行
研究室

助教室

手洗

藤田
研究室

工藤
研究室

ＥＶ

Ｍ　ＷＣ
Ｗ　ＷＣ

助教室
篠田

研究室

第３講義室

キタンホール
Ｍ　ＷＣ

Ｗ　ＷＣ

プロジェクト
室５
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演習室
424

演習室 422 演習室 420 演習室 418

手洗

演習室 404
プロジェクト室

402

演習室 413
演習室
411

自習室412
ﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝﾙｰﾑ

410
演習室 416

手洗

演習室 408 演習室 406
演習室
414

Ｍ　ＷＣ
Ｗ　ＷＣ

プロジェクト室
401

演習室 409
研究員

室
演習室 419 演習室 417 演習室 415

ＥＶ

演習室 405
情報

管理室

山口
研究室

ドミン
ゲス

研究室

岡島
研究室

尾関
研究室

研究員
室

樋野
研究室

演習室 407

院生室 5
ｺﾓﾝ

ｽﾍﾟｰｽ
研究員

室
予備室

土井
研究室

山内
研究室

仙場
研究室

４　　階

３　　階

福澤
研究室

木村
研究室

ＥＶ

Ｍ　ＷＣ
Ｗ　ＷＣ

研究員
室

院生室 2 院生室 1

手洗

院生室 3 院生室 4
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自：２０２６年　４月　１日
至：２０２６年　９月３０日

授業科目 学年 教員 講義室 授業科目 学年 教員 講義室 授業科目 学年 教員 講義室 授業科目 学年 教員 講義室 授業科目 学年 教員 講義室

多言語習得基礎 人文社会系基礎① 基礎セミナー 基礎セミナー

経営Ⅱ ミクロ経済学Ⅱ

グローバル・コーポレート・マネジメ
ント～グローバル人材育成と日本
企業（グローバル・次世代人材育成
協議会寄付講義）

政治経済学Ⅱ 教職

0403012 0401012 0408700 0402012

日本経済史 農業経済特論 経営戦略特論 リーダーシップ開発（ビズリーチ寄付講義）

0402140 0401240 0403260 0407900

ゼミナール ゼミナール 公共経済特論 ゼミナール

0401220

英語（基礎） 人文社会系基礎② 健康スポーツ科学 基礎セミナー 基礎セミナー

英語（サバイバル） 実習

一般経済史Ⅱ マクロ経済学Ⅱ

0402022 0401022

監査 マーケティング特論 経済学史特論

0404103 0403240 0402220

ゼミナール ゼミナール ゼミナール ゼミナール

英語（基礎） 人文社会系基礎③ データ科学講義

（オンデマンド）

計量経済Ⅱ 金融・資本市場の果たす役割

0401032 0408400

産業組織特論　 経営分析

0401260 0404104

国際理解/現代教養① 国際理解/現代教養② 大学での学び（講義） 健康スポーツ科学 基礎セミナー

講義

経済数学Ｂ 英語 初修

0405012

国際会計 経済政策 労働経済特論 社会思想史特論 財政特論

0404105 0401130 0401250 0402230 0401270

金融特論 経済発展 生産管理 グローバル経済・経営論 経営情報特論

0401280 0405014 0403130 0407300 0404260

現代資本主義 経営労務特論

0402110 0403210

情報処理 ゼミナール

0405016

会計Ⅰ 会計Ⅰ 現代教養① 経済数学A

0404011 0404011 0405011

財務諸表Ⅰ 財務諸表Ⅰ 統計解析 財務諸表Ⅱ

0404021 0404021 0405013 0404022

初修 国際理解/現代教養②

公共経済 ファイナンス 経営組織 実学概論基礎A

0401120 403120 0403150

管理会計特論 ゼミナール ゼミナール

0404220

科目名の下に記載の数字は講義コードを表す。

◇「経済学演習Ⅰ」「経営学演習Ⅰ」（３年生対象）・「経済学卒論研究Ⅰ」「経営学卒論研究Ⅰ」（４年生対象）のコード表は別途配布する。

◇「法学・政治学の世界I/II」の履修を希望する者は「他学部聴講」から選択すること。登録時は随意科目で表示されるが、春学期終了時に関連専門科目として算入される。

２０２６年度経済学部春学期時間割

時限 第１時限　８：４５～１０：１５ 第２時限　１０：３０～１２：００ 第３時限　１３：００～１４：３０ 第４時限　１４：４５～１６：１５ 第５時限　１６：３０～１８：００

１１

２講 ２ 鍋島

曜日

月

１

２ 宮崎
キタンホー

ル
２

花薗、
三好（非）

キタン
ホール

２
奥谷
（非）、
清水

１

キタンホー
ル

２～４ 土井 ３講

３・４ ３・４

３・４ 宮崎 ２講３・４ 木越 １講 ３・４ 園田 ２講

２

１ １

火

１ １ １

３・４ 玉井 ３講 ３・４

２ 工藤
キタンホー

ル

３・４
松脇
（非）

１講 ３・４ 山口 演４１９　

２ 福澤
キタンホー

ル

鍋島 ３講

３・４ ３・４

３・４

水

１ １

３・４ ３・４

２
清水・

霜村（非）
１講２ 園田

キタン
ホール

１

木

２ ２ １

３・４ 周 ３講 ３・４ 尾関 ２講

２1
花薗、

塚本（非）
キタンホー

ル
２

１ １

３・４ 柳原 ２講

３・４ 丁 ３講 ３・４ 中田 ２講 ３・４

３・４ 工藤 ３講 ３・４
原田
（非）

３講３・４
向
（非）

２講 ３・４ 松本 １講

樋野 ３講

３・４ 藤田 １講 ３・４
小西
（非）

樋野 ２講 ３・４ 園田 １講 ３・４

３・４

２講

３・４ 中野
全学教育
棟サブラボ

C

キタンホー
ル

春
２
期

１
浅見・

浅野（非）
キタンホー

ル
１

浅見・
浅野（非）

キタン
ホール

２ １ 田村
春
１
期

１
浅見・

浅野（非）
キタンホー

ル
１

浅見・
浅野（非）

１講

金
２ ２

キタン
ホール

１ 篠田
キタンホー

ル
２ 尾関

３・４ 玉井 １講 ３・４ 中島 ２講 ３・４ 園田
ES総合館
ES033

３・４
東田
（非）

３講 ３・４

３・４ 犬塚 １講

春２期：２０２６年６月５日～８月５日

３・４

春１期：２０２６年４月１０日～６月１０日
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自：２０２６年１０月　１日
至：２０２７年　３月３１日

授業科目 学年 教員 講義室 授業科目 学年 教員 講義室 授業科目 学年 教員 講義室 授業科目 学年 教員 講義室 授業科目 学年 教員 講義室

初修 英語(コミュ） 人文社会系基礎④ 英語（中級） 教職

経済学史 次世代人材と日本企業（グローバル・
次世代人材育成協議会寄付講義）

財務会計

0402120 0408300 0404110

経営戦略 国際経済特論

0403160 0401210

ゼミナール ゼミナール ゼミナール ゼミナール

人文社会系基礎⑤ 健康スポーツ科学 データ演習 教職

実習 アントレプレナーシップ初歩

経営労務 マーケティング 財政 アセット・マネジメント概論

0403110 0403140 0401170 0405260

生産管理特論 労働経済 監査特論 現代資本主義特論 財務会計特論

0403230 0401150 0404230 0402210 0404210

ゼミナール 経営分析特論 経済政策特論 ファイナンス特論 ゼミナール

0404240 0401230 0403220

一般経済史Ⅰ 経営Ⅰ
金融リテラシー入門（SMBCコン
シューマーファイナンス寄付講義）

0402021 0403011 0408200

管理会計

0404120

産業組織 日本経済論

0401160 0405220

ゼミナール 国際会計特論

0404250

英語（中級） 人文社会系基礎⑥ 初修 教職

国際経済 金融 計量経済Ⅰ マクロ経済学Ⅰ

0401110 0401180 0401031 0401021

経営情報 農業経済 西洋経済史特論 International Communication スタートアップ経営論

0404106 0401140 0402250 0406900 　　　0407700

西洋経済史 日本経済史特論 Introductory Accounting Ⅰ 社会思想史

0402150 0402240 0405250 0402130

ゼミナール ゼミナール

現代教養② 初修/教職 英語 初修 教職

現代教養/国際理解②

会計Ⅱ 会計Ⅱ ミクロ経済学Ⅰ 政治経済学Ⅰ 現代教養/教職

040412 0404012 0401011 0402011

経営組織特論

0403250

ゼミナール ゼミナール ゼミナール ゼミナール

科目名の下に記載の数字は講義コードを表す。 <集中講義>
◇「経済学演習Ⅱ」「経営学演習Ⅱ」(3年生対象)・「経済学卒論研究Ⅱ」「経営学卒論研究Ⅱ」(4年生対象)のコード表は別途配布する。 ヨーロッパ経済 アジア経済

0405270 0408500

２０２６年度経済学部秋学期時間割

時限 第１時限　８：４５～１０：１５ 第２時限　１０：３０～１２：００ 第３時限　１３：００～１４：３０ 第４時限　１４：４５～１６：１５ 第５時限　１６：３０～１８：００

曜日

月

１ １

３・４

２
藤田
（非）

キタン
ホール

１ １

２
奥谷

（非）、清
水

１講 ２ 浅見
キタン
ホール

１・２

３・４ 林 ２講

３・４

宮崎 １講

３・４３・４

火

１

３・４

３・４ 岡島 ３講 ３・４ 植村 １講 ３・４

１・２

２
小西
（非）

１講 ２ 山口
キタン
ホール

１ １

２
橋本
（非）

１講２ 柳原
キタン
ホール

尾関 ２講

３・４ ３・４
奥田
（非）

２講 ３・４ 萬行

仙場 ３講 ３・４ 藤田 ２講 ３・４

２講 ３・４ 中島 ３講 ３・４

３・４ 花薗 １講 ３・４
水谷
（非）

２
小沢
（非）

２講

１
佐野
（非）

１講１ 木越
キタン
ホール

１ 涌田
キタン
ホール

２講

３・４ ３・４
姜

（非）
オンライ

ン

木

１ １ ２

２ 柳瀬

水

１

植村
キタン
ホール

３・４ 樋野 ２講 ３・４ 園田 １講 ３・４ 福澤

清水
キタン
ホール

１ 山内
キタン
ホール

１
キタン
ホール

２

３・４
原田
（非）

２講

１講

３・４ 伊藤 １講 ３・４ 木越 ２講 ３・４ 仙場
特別演習

室２

３講 1～４ 土井
特別演
習室２

２
牧野

（非）、
清水

２ ２ ２

３・４

２ １

１
浅見・

浅野（非）
キタン
ホール

１
浅見・

浅野（非）
キタン
ホール

１

３・４

金 ３・４

田村
キタン
ホール

１ 鍋島
キタン
ホール

２

演４０４

秋
１
期

３・４ ３・４

犬塚

秋１期：２０２６年１０月２日～２０２６年１２月１日

1 土井 1 土井
秋２期：２０２６年１１月２７日～２０２７年２月５日

３・４ ３・４
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月　 月 火 水 木 金 土 日 月　 月 火 水 木 金 土 日 
1 2 3 4 5 1 2 ① 3 4

6 7 8 9 10 ① 11 12 5 ① 6 ① 7 ① 8 ① 9 ② 10 11
13 ① 14 ① 15 ① 16 ① 17 ② 18 19 12 ② 13 ② 14 ② 15 ② 16 ③ 17 18
20 ② 21 ② 22 ② 23 ② 24 ③ 25 26 19 ③ 20 ③ 21 ③ 22 ③ 23 ④ 24 25
27 ③ 28 ③ 29 ③ 30 ③ 26 ④ 27 ④ 28 ④ 29 ④ 30 ⑤ 31

1 ④ 2 3 1
4 5 6 7 ④ 8 ⑤ 9 10 2 ⑤ 3 4 ⑤ 5 ⑤ 6 ⑥ 7 8

11 ④ 12 ④ 13 ④ 14 ⑤ 15 ⑥ 16 17 9 ⑥ 10 ⑤ 11 ⑥ 12 ⑥ 13 ⑦ 14 15
18 ⑤ 19 ⑤ 20 ⑤ 21 ⑥ 22 ⑦ 23 24 16 ⑦ 17 ⑥ 18 ⑦ 19 ⑦ 20 ⑧ 21 22
25 ⑥ 26 ⑥ 27 ⑥ 28 ⑦ 29 ⑧ 30 31 23 　 24 ⑦ 25 ⑧ 26 ⑧ 27 ⑧ 28 29

30 ⑨

1 ⑦ 2 ⑦ 3 ⑦ 4 ⑧ 5 ⑨ 6 7 　 1 ⑧ 2 ⑨ 3 ⑨ 4 ⑨ 5 6
8 ⑧ 9 ⑧ 10 ⑧ 11 ⑨ 12 13 14 7 ⑩ 8 ⑨ 9 ⑩ 10 ⑩ 11 ⑩ 12 13

15 ⑨ 16 ⑨ 17 ⑨ 18 ➉ 19 ➉ 20 21 14 ⑪ 15 ⑩ 16 ⑪ 17 ⑪ 18 ⑪ 19 20
22 ➉ 23 ➉ 24 ➉ 25 ⑪ 26 ⑪ 27 ⑨ 28 21 ⑫ 22 ⑪ 23 ⑫ 24 ⑫ 25 ⑫ 26 27
29 ⑪ 30 ⑪ 28 29 30 31

1 ⑪ 2 ⑫ 3 ⑫ 4 5 1 2 3
6 ⑫ 7 ⑫ 8 ⑫ 9 ⑬ 10 ⑬ 11 12 4 5 6 ⑫ 7 ⑬ 8 ⑬ 9 10

13 ⑬ 14 ⑬ 15 ⑬ 16 ⑭ 17 ⑭ 18 19 11 12 ⑬ 13 ⑬ 14 ⑬ 15 16 17
20 ⑭ 21 ⑭ 22 ⑭ 23 定 24 定 25 26 18 ⑭ 19 ⑭ 20 ⑭ 21 ⑭ 22 ⑭ 23 24
27 定 28 定 29 定 30 定 31 定 25 定 26 定 27 定 28 定 29 定 30 31

1 2 1 定 2 定 3 定 4 定 5 定 6 7
3 定 4 定 5 定 6 7 8 9 8 9 10 11 12 13 14

10 11 12 13 14 15 16 15 16 17 18 19 20 21
17 18 19 20 21 22 23 22 23 24 25 26 27 28
24 25 26 27 28 29 30
31

1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 7
7 8 9 10 11 12 13 8 9 10 11 12 13 14

14 15 16 17 18 19 20 15 16 17 18 19 20 21
21 22 23 24 25 26 27 22 23 24 25 26 27 28
28 29 30 29 30 31

4

4/1～9 新入生ガイダンス等
4/4 学部新入生英語習熟度別クラス分け試験
4/5 入学式
4/10春学期授業開始日
4/10～6/10春１期授業期間
定期健康診断　4月初旬　オンライン予約
44//2299  春春11期期水水曜曜開開講講授授業業のの授授業業日日

10

10/1 秋季入学式
10/2 秋学期授業開始日
10/2～12/1 秋１期授業期間
1100//1122　　秋秋11期期月月曜曜開開講講授授業業のの授授業業日日
10/28 地震防災訓練

２２００２２６６  年年  度度  学学  年年  暦暦  （（経経  済済  学学  部部））

  春 学 期   秋 学 期
行 事 等 行 事 等

5

5/1  名古屋大学記念日
5/16 春1期授業予備日

11

11/7 秋1期授業予備日
1111//2200　　秋秋11期期月月曜曜開開講講授授業業のの授授業業日日
11/30～2/5 秋２期授業期間

6

 (名大祭6/11午後～6/14)
6/5～8/5 春２期授業期間

66//2277  春春２２期期木木曜曜午午後後開開講講授授業業のの授授業業日日
12

12/12 TOEFL ITP試験(学部1年次)
12/26 秋2期授業予備日
12/28～1/5 冬季休業

7

7/11 春2期授業予備日
77//2200  春春22期期月月曜曜開開講講授授業業のの授授業業日日
7/23～8/5　春学期定期試験期間 1

1/6～1/8 卒業論文提出受付期間
1/6 秋2期授業再開日
11//66　　秋秋22期期火火曜曜開開講講授授業業のの授授業業日日
11//77　　秋秋22期期月月曜曜開開講講授授業業のの授授業業日日
1/15 大学入学共通ﾃｽﾄ準備のため休講
1/16・17 大学入学共通テスト
1/25～2/5　秋学期定期試験

8

8/6・7 オープンキャンパス
8/8～9/30 夏季休業

2

2/25・26 名古屋大学前期日程入学試験（予
定）

3/25 卒業式

9

9/25 秋季卒業式

3

＊2026年度学年暦の変更について＊
2026年度の学年暦に変更がある場合は、経済学研究科ホームページ（http://www2.soec.nagoya-u.ac.jp/）にて公開いたしますので、 適宜確認するようにしてください。
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